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古代の山陽道品治駅に比定されたことから駅家村の名が起
こり、両備軽便鉄道（現福塩線）には駅家駅も設置された。
「地理院地図」令和6年（2024）12月11日ダウンロード

奥州街道千住駅（宿）と北千住停車場（鉄道の駅）。図は町村
制施行以前の地図に、常磐線の開通を反映させて発行され
たもの。迅速測図「下谷区」明治30年（1897）修正

第154回　駅のつく自治体もあった

近代的な地方自治制度を導入すべく、プロ
イセン（ドイツ）を範として取り入れたのが市
制・町村制による基礎自治体である。明治22
年（1889）から翌年にかけて全国で施行され
た。制度が異なった北海道と沖縄県を除き、
この時点で全国に40市、713町、12,592村
の合計13,345自治体が誕生したことになる。
ところが、全国くまなく見渡してみると、

必ずしも市・町・村の3種類ではなかった。
新
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の4種類である。新田は全
国に非常に多く存在したが、町村制施行で合
併して他の村の大字になったり、単独で村制
施行するにしても「○○新田村」と変形したも
のが多い。また、漁村を意味する「浦」も多く
が村となった。市町村以外は近世の痕跡であ
るが、残った理由を想像してみると、たとえ
ば、合併が難航して時間切れとなったような

事例だろうか。具体的には新田が新潟県に2
つ（蓮
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新田＝現南魚
沼市）と岐阜県に18、浦は新潟県に1つだけ
（粟
あわ

島
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浦
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＝現在は粟島浦村）が存在した。
神奈川県だけにあった、というより残って
しまったのが「駅」と「宿」である。駅は4つ
あって、北多摩郡府中駅（現東京都府中市）、
足
あし

柄
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下
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郡箱根駅（現箱根町）・津久井郡の与
よ

瀬
せ

駅と吉野駅（両者とも現相模原市緑区）、宿は
南多摩郡日野宿（現東京都日野市）の1つだ
け。なお、同県の南・北・西多摩郡は、明治
26年（1893）に東京府に移管された。
これらの駅・宿は、いずれも主要街道の宿
場町で、府中と日野、与瀬、吉野は甲州道中、
箱根は東海道である。市町村には、それぞれ
市長、町長、村長が置かれたので、駅は駅長、
宿は宿長と称したのだろうか。鉄道の駅長な
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ら珍しくないが、自治体の首長としての「与瀬
駅長」などが確認できたら興味深い。残念なが
ら管見の限りその役名を文書でお目にかかっ
たことはない。
ちなみに日野宿と府中駅は、多摩が東京府

に移管された明治26年に日野町・府中町と改
称、箱根駅は同25年に箱根町となった。ただ
し、何の都合なのか、与瀬駅と吉野駅の2つ
だけは、大正2年（1913）まで「駅」を続けてい
たから、特に中央本線の与瀬停車場（現相模湖
駅）が開設された後のことである。「津久井郡
与瀬駅にある与瀬停車場」という表現もあり
得たわけだ。
駅の旧字は驛で、『漢語林』によれば、字義

は「宿場ごとに用意して、旅人の用に応ずる
馬。はや馬」とあり、転じて「うまや。旅人の
宿泊地。馬継ぎ場。ふなつき。宿場。つぎや
ど」などとある。つくりの睪は「つぎつぎにた
ぐり寄せるの意味」であり、そのための馬だか
ら「驛」の字となった。そういえば、演

えん

繹
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とは
ある概念の前提から導き出す（たぐり寄せる）
ことだし、水がつぎつぎに導かれ、流れてく
るのが澤（沢）なのかと納得できる。
駅の話に戻るが、世間で鉄道の「停車場」と

いう言葉が「駅」に変化するのは、以前に調べ
た感触では大正の後半から昭和の初めにかけ
てだったらしい。路面電車の停留場名が「○○
停車場前」から「○○駅前」に改称されるタイ
ミングや、文学作品の頻度などをざっと調べ
た結果だが、両者とも使われる時期がしばら
く続く間に少しずつ「駅」の頻度が高まったよ
うである。役所などが一斉に「今日から駅と呼

ぶことにする」と宣言したのだろうか。そのよ
うな文書も目にしたことはない。
駅のつく大字レベルの地名も各地に点在し
ている。たとえば、JR福

ふく

塩
えん

線の駅名にもなっ
ている駅
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。地名は広島県芦品郡万
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村、江良村、中島村、倉
くら

光
みつ

村が大正2年
（1913）に合併して誕生した行政村名である
が、その由来は村域が「和名抄」にも載る
品
ほんちのえき

治駅の場所に比定されるからだという。
大分県宇佐市には、駅

やっ

館
かん

川が流れているが、
やはり古代の宇佐駅の傍らを流れることから
命名されたらしい。「やっかん」は今では難読
であるが、音読みはエキの他にヤクもあるの
で、駅の建物のことを駅館と呼んだと思われ
る。ヤクの読み方では江戸時代まで肥前国神

かん

埼
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郡（佐賀県）に駅
やく

ヶ
が
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村（薬ヶ里とも表記）が
あった。ここも古代街道の要衝という歴史を
反映しているようだ。
三重県松阪市には駅

まえの

部
へ
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た

町という地名があ
るが、かつて部田という地名が近くの阿

あ

濃
の

郡
（津市付近）にもあり、これと区別するために
飯
いい

高
たか

郡の当地には駅があったことから、駅部
田（駅

うまや

のある方の部田の意）と区別したとの説
がある。「うまや」であるから厩の字も用いら
れ、戦国時代の文書には「厩部田」の表記も見
られた。厩が転訛した地名で有名なのは群馬
県都である前橋で、こちらは駅（宿場）の橋と
いうことから「厩橋」と書かれ、ウマヤバシ→
マヤバシ→マエバシと転訛して表記も前橋に
変わったとされる。もっとも厩が付く地名は
宿場とは限らず、牧（牧場）に関連するものも
多い。

今尾恵介（いまお・けいすけ）
1959年横浜市生まれ。小中学時代より地形図と時刻表を愛好、現在に至る。明治大学文学部ドイツ文学専攻中退後、音楽出版社勤務を
経て1991年よりフリーライターとして地図・地名・鉄道の分野で執筆活動を開始。著書に『ふしぎ地名巡り』（筑摩書房）、『地図の遊び方』
（けやき出版）、『番地の謎』（光文社）、『地名の社会学』（角川選書）など多数。2017年に『地図マニア　空想の旅』で斎藤茂太賞、2018
年に『地図と鉄道』で交通図書賞を受賞した。現在（一財）日本地図センター客員研究員、日本地図学会「地図と地名」専門部会主査
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「なにをおねがいしよ
うかな」
第39回写真コンクール佳作
山田　陽太（家族）●静岡会

七五三詣りでの一枚。
ここまで無事に成長できたことへの感謝の
気持ちとともにこれからの健やかな成長と
願いを込めて絵馬を奉納しました。
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新年、明けましておめでとうございます。
全国の土地家屋調査士会会員の皆様及び御指導い
ただいている関係各位の皆様におかれましては、心
新たに新年をお迎えのことと存じます。また、日頃
から日本土地家屋調査士会連合会（以下「連合会」と
いう。）の活動に御理解、御協力を賜り、誠にありが
とうございます。
昨年は、元日の能登半島地震の発災から始まり、
輪島朝市地区の大火災を目の当たりにしました。ま
た、8月8日には日向灘を震源とする最大震度6弱
の地震発生や先の被災地・能登地方を無情にも襲っ
た9月20日からの大雨被害といった自然災害に次々
と見舞われた一年でした。私たち連合会においても、
従来の活動実績に捉われることなく、専門資格者と
してでき得る復興支援を被災地の土地家屋調査士会
の実情と意向を聴きつつ、行ってまいりました。
能登半島地震関連では、市町村が実施する「建物
の公費解体事業」における「建物性の認定」を被災地
の土地家屋調査士が担って活動を展開しておりま
す。私たち土地家屋調査士は、「建物性の有無」を判
断し得る唯一の専門資格者として、まさに知識と経
験を被災地の皆様に直接お届けできる機会を創設し
たものでもあります。近年、連合会では、専門資格
者の社会的評価は、社会貢献活動を抜きに語ること
はあり得ず、土地家屋調査士としての能力を活かし
た社会貢献活動は、重要な事業だと考えてきました
が、今回の活動は、継続発信してきた社会貢献活動
の新たな扉を拓く展開だと理解しております。そし
て、将来における復興支援のための社会貢献事業モ
デルとしても、その確立に期待が寄せられていると
ころです。土地家屋調査士として、平時から有事へ
の備えを怠らないことが、人々の財産保持と不安解
消のために特に重要であると言えます。
ところで、近年、国民生活に密接に関係する制度
の変革が加速度を増しています。また、土地家屋調

査士制度を取り巻く環境も大きな変化の渦中に在り
ます。相続登記の義務化に関連し、表示に関する登
記の相談や依頼形態に変化が見られます。これらの
時流を私たち土地家屋調査士は、引き続き的確な分
析と検討を実施しつつ、社会全体に対して還元して
いかなければなりません。
また、国策と認識するデジタル化の促進と対応等、
社会の様々な動き、価値観や思考枠組みの変化に対
応するため、全国土地家屋調査士政治連盟とも連動
し、新しい業務形態の構築と実践から職業としての
魅力を強く広く社会へ継続発信するとともに、土地
家屋調査士一人一人が、隣接法律専門職としての自
覚のもと、不動産の表示に関する登記実務及び土地
の筆界を明らかにするための業務を遂行することに
より、不動産に関する権利の明確化に寄与し、社会
に安定した生活を提供するという職責を全うする専
門資格者として存在しなければなりません。
これらの方向性を共有するためにも、全ての会員
が、この国の社会環境及び経済状況を正確に分析し、
土地家屋調査士としての適正かつ正確な業務遂行に
加えて、専門職独特の付加価値を提供しつつ、資格
者としての対価を考える必要があります。専門資格
者として、物価高に負けない強靭な体力と知見を併
せ持つべきなのです。
そして、土地家屋調査士であるからには、制度の歴
史と情報を共有することにより、意識の共有につなげ、
更には行動の共有へと進め、未来に向けて土地家屋
調査士制度と国民生活の調和に結び付ける意識こそ
が、新時代を共に創り出すことにつながるはずです。
以上のような動向からも、本年も土地家屋調査士
制度に対する社会からの期待に応えるため、まさし
く正念場ともいうべき年であるということをお伝え
するとともに、新しい年が、明るく希望に満ちた一
年となりますよう祈念申し上げ、新年の挨拶とさせ
ていただきます。

新年の御挨拶
～新時代を共に創りましょう～

日本土地家屋調査士会連合会　会長　　岡田　潤一郎

新年の挨拶

新年の御挨拶
～新時代を共に創りましょう～
日本土地家屋調査士会連合会　会長　　岡田　潤一郎
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新年の御挨拶
法務省民事局長　　竹内　努

新年、明けましておめでとうございます。全国の
土地家屋調査士の皆様におかれましては、健やかに
新年をお迎えのこととお慶び申し上げます。
昨年は、1月に令和6年能登半島地震が発生し、
その後も同地域も含めて台風や豪雨による被害が多
発するなど、深刻な災害の多い年でした。被害を受
けた方々に対し、心よりお見舞い申し上げますとと
もに、一日も早い復旧・復興を祈るばかりです。

土地家屋調査士の皆様におかれましては、長い歴
史と伝統を有する土地家屋調査士制度の下で、表示
に関する登記や土地の筆界を明らかにする業務の専
門家として、我が国の不動産に関する権利の明確化
及び国民生活の安定・向上に大きく寄与してこられ
ていることに、改めて感謝を申し上げます。

近年、自然災害による深刻な被害が全国各地で頻
発しており、災害対策に力を入れることにより、国
民の安全・安心を確保することが極めて重要です。
土地家屋調査士の皆様は、令和6年能登半島地震
の発生後、倒壊建物への対応などの復興支援活動に
積極的に取り組まれ、国民に寄り添った活動を展開
されており、大変心強く思っています。
法務省では、被災地の早期復興に向け、環境省と
の連名により、「令和6年能登半島地震によって損
壊した家屋等に係る公費解体・撤去に関する申請手
続等の円滑な実施について」（令和6年5月28日付け
事務連絡）を発出しました。災害からの復旧・復興
のためには、本事務連絡に基づき、被災地の要望を
踏まえながら、災害やその後の公費解体により滅失

した建物の職権滅失登記を推進していく必要がある
ところです。そのためには、土地家屋調査士の皆様
の専門的知見が必要不可欠となりますので、今後と
も変わらぬ御協力をお願いいたします。

また、防災やまちづくりの観点から重要である法
務局地図作成事業を、全国の土地家屋調査士の皆様
の力をいただきながら、更に進めていく必要があり
ます。
法務局地図作成事業については、これまで、平成
27年度から令和6年度までの10年間の地図整備計
画に基づいて実施してきたところですが、令和7年
度からは、新たな10か年計画が開始します。防災・
まちづくりの観点から特に必要性の高い地域で優先
的に地図を作成することとしており、地方公共団体
の関与のもとで具体的な地域を決定する予定です。
本事業を推進していくためにも、土地家屋調査士
の皆様の御協力が必要不可欠ですので、引き続き、
積極的な御協力をお願いいたします。

最後に、土地家屋調査士法では、土地家屋調査士
の使命について、「不動産に関する権利の明確化に
寄与し、もって国民生活の安定と向上に資すること」
と明記されています。土地家屋調査士の皆様には、
その使命を胸に、これまで培ってこられた専門的知
識を活かし、引き続き御活躍されますことを期待す
るとともに、日本土地家屋調査士会連合会及び各土
地家屋調査士会のますますの発展を祈念いたしまし
て、私からの新年の挨拶といたします。

新年の御挨拶
法務省民事局長　　竹内　努

新年の挨拶
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事務所運営に必要な知識事務所運営に必要な知識
―時代にあった資格者であるために――時代にあった資格者であるために―

第103回　 会計の基本と経営に役立つ知識 
税理士　　比嘉　久泰

事務所運営に必要な知識
―時代にあった資格者であるために―

土地家屋調査士の先生の皆様。初めまして、税理
士の比嘉久泰と申します。
まずは、僭越ながら自己紹介をさせていただけれ
ばと思います。
私は、平成29年に沖縄県沖縄市で開業させてい
ただき、開業8年目の若輩者であり、未だ勉強中の
身であります。現在は、従業員5名、妻も一緒に働
いておりますので、総勢7名の小さな事務所で毎日
四苦八苦しながら頑張っています。ありがたいこと
に、今現在の顧問先数は職員7名では十分なほどあ
りまして、顧問先様からのご紹介や、他士業の先生
方、又は、金融機関の皆様からもご紹介を頂いてお
ります。どちらかというと、求人に困っているとい
う状況になっている次第です。
開業当初は、事業を承継したわけでもないので当
然お客様はゼロ、開業資金も従業員時代に貯めたわ
ずかな貯金をはたいてスタートしましたので、毎日
減っていく預金残高を見て、わくわくよりも不安が
大部分を占めていたのを思い出します。私は、その
不安を払しょくするために毎日帳簿をつけていまし
た。その理由としては、当時一人で事務所運営を行っ
ておりましたので、「売上が少なくても水道光熱費
や家賃、わずかな消耗品を賄えれば何とかなる」と
成績表を目で見て確認し、自分の心を落ち着かせる
ために行っていました。もし、まだ開業したて、又
は、まだ経営に不安があるという先生方は是非とも
やってみてください。かなり不安が軽減されますし、
無駄遣いしないようになるかと思います。
そこから、少しずつではありますが収入が増えて
きたころに、次は10年スパンの事業計画書を作成
し、10年後には○○円貯金するというキャッシュ
フロー計画を作成しました。現在は、一応その計画
に向かって順調に進んでおり、自分でもわくわくす
るような経営を行えているのではないかと実感して
おります。

第103回　	会計の基本と経営に役立つ知識	
税理士　　比嘉　久泰

ところで話は変わります
が、先生方は毎日帳簿をつ
けられていますでしょうか？
はたまた事業計画書を作成し
ていますでしょうか？日々帳
簿をつけることは、会社を発
展させることになると私は信
じています。加えて、事業計
画書どおりに行動すること
（PDCA）が、経営者である先生方の心をわくわくさ
せる会計上での唯一の方法だとも考えています。「会
計で会社を強くする。」という言葉を聞いたことはあ
りますでしょうか？私は、それが真の会計の意味合
いだと思っています。税務署に税務申告書を提出し
なければならないため、又は金融機関から決算書の
提出を求められたためなど、帳簿を作成する理由は
多々あれど、日々記帳（毎日帳簿を作成すること）す
ることは、商トラブルから先生方を守ることにな
り、タイムリーな月次決算を行うことは倒産等を防
止し、たくましく勝ち残ることに繋がると私は考え
ています。
フランス、ルイ14世の時代の面白いお話があり
ます。その時代、あまりにも夜逃げや倒産者が多かっ
たため、ルイ14世は財務大臣に原因を解明させま
した。すると「倒産・破産する商人の多くは帳簿も
つけず勘と度胸だけで経営しており、一方で帳簿を
しっかりと付け数字をしっかりとみている商人はあ
まり倒産していない。」ということに気づき、それか
らは帳簿をつけていない商人に罰則を設けました。
その罰則とは、なんと死刑でした。また、ドイツの
有名な会計学者も「ドイツ商法は、外部に報告義務
のない個人事業主にまで年1回の決算を義務付けて
いるのは自己報告のためであり、又、日常の自己報
告（毎日の記帳）は企業倒産を抑制する意図がある。」
「だらしない帳簿の記帳は破産者の特徴である。」と

比嘉久泰氏
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極めて厳しい意見も述べています。歴史的にも、日々
の帳簿付けがとても重要視されていたという事がと
てもよくわかります。
それでは、具体的に先生方がどのように記帳を進
めていけばよいのか一緒に考えてみましょう。（個
人事業主を基本として考えていきます。）
まず、基本中の基本ではありますが、個人事業主
の決算書には白色申告と青色申告があります。白色
申告は、任意様式の帳簿に毎月の収入と経費の集計
をとっておき、それを12か月分行い、最後に12か
月分を合計し、収支内訳書・確定申告書を作成して
いきます。昔の白色申告は、帳簿の作成義務がなかっ
たのですが、現在は必ず帳簿を作成しないといけな
いので、青色申告とほぼ同じ記帳条件となっていま
す。メリットは、損益を合計するだけなので楽です
が、デメリットとして、損益項目しか帳簿を作成し
ないので、現金等の資産項目の残高が分からなくな
るといった点の他、青色申告の特典でもある青色申
告特別控除（65万円）が受けられなくなるというの
が最大のデメリットではないでしょうか。余談では
ありますが、確定申告の結果として算出された所得
を基に所得税（国税）と住民税（地方税）が計算されま
す。また、国民健康保険に加入されている方は、国
民健康保険税も計算されます。所得税の最低税率は
5％であり、また、住民税は基本的に10％の定率税
というイメージなので、65万円の特別控除を受け
る場合と受けない場合とでは、最低でも65万円×
15％＝9.75万円と国民健康保険税の金額が変わっ
てくるということになります。先ほどお伝えしたと
おり、現在は、白色・青色どちらも記帳義務があり、
同じ条件となっているので、特別控除だけを考えて
も、青色申告にしない理由はないということになり
ます。
青色申告は、経費帳などの簡易帳簿を使用して行
う方法もあるのですが、時代的に会計ソフトを使用
するのが一般的かと思います。複式簿記で日々の記
帳を行っていくのですが、現在は、簿記の知識がな
い方々専用のソフトも安価な値段で販売されており
ますので、そちらの使用も検討してみるのもよいか
と思います。また、どうしてもやり方がわからない
などの場合には、青色申告会や商工会のような記帳
を指導してくれる団体もありますので、そちらを活

用するのも大変お勧めです。
白色申告・青色申告いずれを選択するにせよ、日々
の記帳は行わなければなりません。日々お客様に発
行した請求書や領収書の控え、事業上使用した経費
で相手先からいただいた請求書や領収書を準備し、
それを記帳していきます。これらの書類（請求書や
領収書等）は、確定申告期限から5年間又は7年間、
帳簿（仕訳帳や総勘定元帳等）は7年間保存しなけれ
ばなりませんのでご注意ください。売上は振込で頂
くものは事業用の通帳に必ず振込んでもらうように
し、現金で回収したものは、必ず同額をご自身で事
業用通帳に入金するようにします。経費に関しては、
口座引き落としのものは通帳で確認できるためよい
のですが、問題は現金支払いの経費です。こちらは、
現金出納帳を作成し、日々の現金の管理と経費の流
れが見えるようにしておきます。例えば、毎月1日
と15日に残高が10万円となるように設定し、日々
の経費をその現金から使用していき、1日と15日に
は残った残高を1円単位まで残さず事業用通帳に入
金し、再度10万円を引き出すようにします。この
処理ができれば、お金の流れが見えるようになりま
すし、会計業務はほぼ終わったも同然です。簡単に
思えますが、実はこの処理が実務上一番難しいとさ
れています。その他、月末には給与や家賃、水道光
熱費、減価償却等の毎月発生する経費を未払で記帳
していきます（発生主義）。ちなみに、会計は発生主
義で記帳していきます。発生主義とは、「現金のや
りとりの有無に関係なく取引が発生した時点で収益
や費用を認識する会計上の概念」で、その他の考え
方としては、「現金のやりとり時点で収益や費用を
認識する会計上の概念」である現金主義があります
が、発生主義で行うのが会計の基本となっています。
前述に記載したことを毎月ルーティン化し、12
か月繰り返し行えば決算書が出来上がることとなり
ます。ここでポイントとしては、毎日記帳し、でき
る限り翌月には当月の成績を出すリアルタイム会計
を心がけることが重要となります。そうすることで、
事業計画の利益を出すための売上戦略だったり、経
費削減等の経営の意思決定を練ることができるよう
になります。つまり、PDCAのDo、Check、Action
が行えるようになるのです。
また、それ以外にも業績管理にとても役立つツー
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ルとして、変動損益計算書というものがあります。
変動損益計算書とは、通常の損益計算の原価と費用
を「変動費：商品仕入等のように売上高の増減に比
例する費用」と「固定費：人件費や家賃等のように売
上高の増減に比例しない費用（必ず発生する費用）」
の2つに分けて表示した計算書で、この計算書の考
え方を用いれば業績管理がスムーズになります。
変動損益計算書の式は

　　売上高
－　変動費
　限界利益
－　固定費
　経常利益

売上高と変動費は比例するので、売上高と限界利
益も比例します。
つまり、売上高が400万円のとき、限界利益が
100万円であるならば（限界利益率25％）、売上高
が700万円のときは、限界利益は175万円（比例す
るためこの時も限界利益率は25％）となります。ま
た、限界利益が固定費と同額であれば経常利益は0
（損益分岐点）になり、固定費以下になれば赤字にな
るということも、前述の計算式から簡単にわかるで
しょう。経費を変動費と固定費に分けた変動損益計
算書であれば、目標の利益を先に設定し、それを達
成するための売上目標をスムーズに決めることがで
きます。

売上高を算出するための式

固定費＋目標の利益
限界利益÷売上高（限界利益率）

それでは、こちらを先程の限界利益率25％の例
題に当てはめていきます。固定費が過去の実績等か
ら約300万円であったと仮定し、利益800万円を目
標とすると、

300万円（固定費）＋800万円（目標利益）／
25％（限界利益率）＝4,400万円

この会社の場合は、利益800万円を出すために売
上高が4,400万円必要ということになります。次は、
この売上を出すためにはどうすればよいのかを考え
ていきます。例えば、売上の拡大であれば、顧客数
の増加や顧客単価の上昇に対する戦略等を考えてい
くことになります。
目標の売上に届きそうにないのであれば、次は限
界利益率の向上（つまり原価率を下げる等）を考えて
いき、それでも目標利益に届きそうでないのであれ
ば、固定費の削減を考えるという流れになります。
（無駄な経費はないという前提で説明しており、無
駄な経費がある場合は、その経費の削減が当然なが
ら一番初めにすべきことです。）
変動損益計算書で大事なのは、各々の会社での固
定費・変動費を明確に確定させることかと思います
ので、変動損益計算書をご活用される際は、厳密に
固定費・変動費を分けるとよりよい計算書ができる
かと思います。
そして、毎月この変動損益計算書による事業計画
と実際の成績を比較して、なぜこうなったのかを考
えていくことにより、実績がより事業計画に近づい
ていくということになります。また、事業を複数行っ
ている場合は、部門別に記帳していきます。そうす
ることにより、各事業を分析することが可能となり
ます。ただし、不動産に関しては、事業所得ではな
く不動産所得なので、そもそも別で決算書を作成し、
確定申告しないといけませんので注意が必要となり
ます。
これらの処理を12か月分行い、毎月業績を改善
させ、その成績を用いて確定申告を行います。毎月
リアルタイムで記帳を行うので、その結果として税
務相談や節税対策が可能となります。私がクライア
ントによくお話する節税対策としましては、30万
円未満の少額減価償却資産（青色申告のみ）や中古資
産の取得（減価償却上の耐用年数の短縮）、中小企業
倒産防止共済や修繕の前倒し、短期前払費用等はよ
くお話させていただいております。また、確定申告
上の所得控除では、小規模企業共済やふるさと納税
等についてよく説明しています。
これらを一つ一つ説明することはいたしません
が、気になられた方は是非ともお調べいただき、ご
活用ください。
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これまで何度も、日々記帳しリアルタイムに成績
を出すことをお話させていただきました。これらを
行わなければ節税対策は愚か、いくら利益が出てい
るのかも分からないですし、下手をすれば事業が赤
字になっている可能性もあります。
結果が全く分からずに、赤字かもしれないまま運
営していくのと、未来をじっくりと見据えて将来の
利益目標に向かって運営していくのとでは、当然将
来的に大きな差が出てきます。これが必ず日々の記
帳を行う最大の理由だと思っています。

最後に、私が所属している税理士業界は、昨今急
速なICT化が行われています。会計ソフトのクラ
ウド化やAIの台頭、キャッシュレスやペーパーレ
ス等、数年前にはなかったたくさんの科学技術が導
入されはじめています。土地家屋調査士の先生方に

影響がある所とすれば、令和6年1月から義務化さ
れている電子取引ではないでしょうか。Amazonな
どのように、紙発行されず電子でしか届かない領収
書等は、コピーした紙による保存ではなく、PDF
等の電子データのままの保存が義務付けられていま
す。これらすべての科学技術を駆使し、最終的には
記帳という処理はなくなり、リアルタイムな会計が
ボタン一つで自動的に出来上がる未来が来ると私は
思っています。しかし、その波に乗るには、やはり
今のうちに記帳をし、理解をし、キャッシュレスや
ペーパーレス、ICT化の準備をしないと行えないだ
ろうとも思っています。今の事業の繁栄のために、
そして栄光ある未来のために、是非とも日々の記帳
を強くお勧めいたします。最後になりますが、先生
方の一層のご発展を心よりお祈り申し上げます。
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シリーズ
地籍学事始め
第8回　諸外国の土地制度の研究に対する期待
地籍問題研究会幹事　　山田　明弘

■はじめに

我々土地家屋調査士は誰でも日本の土地制度につ
いては少なからず興味を持ちまた研鑽を重ねていま
す。日本の土地制度は独自の歩みをして来ましたが
近代になって欧米の影響を受けた法制度が整備され
ました。最近ではDXの波が押し寄せその影響を受
けて、様々な手続きや制度が変化しつつあります。
しかし、登記や不動産取引においていろいろな問
題点や改善すべき点などが浮き彫りになると、改め
て世界ではどのような対処がされているのか興味が
生じます。我々専門家としてもなるべく多くの知見

を持ってさまざまな課題や問題点を洗い出す必要が
あると思われます。
各国では制度は異なっておりこれを研究すること
は我が国の土地制度の見直しやその発展のために
我々専門家が提言発信を行っていくことにつながる
と信じています。
それぞれの国により制度にどのような違いがある
のかを知ることがスタートになると思い私はかつて
様々な資料から次のような一覧表を作成したことが
あります。作成時期は2012、2013年頃であり現状
とは異なってしまっていると思いますが、各国の制
度の違いがわかるので、参考までに掲げます。

シリーズ

地籍学事始め
第 8 回
諸外国の土地制度の研究に対する期待
地籍問題研究会幹事　　山田　明弘（土地家屋調査士）

国名 アメリカⅠ アメリカⅡ ドイツ フランス ベトナム ミャンマー インドネシア フィリピン マレーシア タイ カンボジア 中国

土地の私有 可 可 可 可 不可（全人民
の所有） 可（一部） 可 可 可 可 可 不可

権利形態

所有権 所有権 所有権 所有権 土 地 使 用 権
（個人）

国家所有
自由所有地
譲 与 土 地（ 団
地）
フリーホールド
リースホールド

所有権（イン
ドネシア国民
のみ）
事業権
建設権

フリーホール
ド（所有権）
リースホール
ド（借地権50
年更新25年）

フリーホール
ド（永久的権
利）
リースホール
ド（ 保 有 権、
借地権）

所有権
貸借地
使用貸借

所有権
承借権
用益権

全民所有権
労 働 者 集 団
所有権

土地／建物
土地のみ 土地のみ 土地のみ

（土地登記）
（建物は土地
と一体）

土地のみ
（土地登記）

土地・建物 土地（建物は
付着物）
例外）コンド
ミニアム

土地・建物（土
地に付与登記）
区分所有権あ
り

土地（建物は
土地定着物）
例外）コンド
ミニアム

土 地・ 建 物
一体

土地・建物（但
し登記は一体
的）

一体

申請形式
＜証 書 登 録
制度＞

＜トレンスシ
ステム＞

申請と登記許
諾
公 証 人 の 公
証認証

登記

有
形 式 的 審 査
主義

有
創 設 登 記は
実質的審査

↓
形式的審査

有
形 式 的 審 査
主義

（原因証書の
公証）

有 有 有
（コンドミニ
アム登記所）

有 有 有 有 有
（不動産登記
簿）

効力

第 三 者 対 抗
要件

（公信力なし）

第 三 者 対 抗
要件

（公信力なし）

物権変動
公信力あり

（登記行為と
物 件 行 為 →
原因）

譲渡要件 譲渡要件 証拠法
（証拠があれ
ばいつでも使
える）

譲渡要件 譲渡要件 譲渡要件
（一部対抗要
件？）

権 原 保険 制
度

（賠償は金銭
補償）

権 原 保険 制
度

（賠償は金銭
補償）

土地事務所

公開性
公開 非公開

権 利 者に 要
求

公開 The Land 
office 
registry

公開
Land 
Department

？

登記制度の
充実度

2007年
施行したばか
り

都 心 部 及び
その 近 郊 の
み

？ 都心部
郊 外 → 未 登
記

2002年から
15 ヵ年計画・
全土の登記を
行おうとして
いる

専門家 無 弁護士（買主
の委託）

鑑定士 弁護士（調査）弁護士 ？

参考

★エスクロー
＝エージェン
ト
・職業土地測
量士

州レベルでの
測 量 士 資 格
あり

測量鑑定士 土 地 法と民
法

登記（有無）
↓
税 金 支 払 い
＝所有者

民法

諸外国土地制度一覧表（2014年、筆者調べ）
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■諸外国の土地制度を研究する意味

土地制度や土地取引をめぐって行政機関や政治家
の方々と各種委員会などで協議を進めるときに、専
門家である我々土地家屋調査士は日本の土地制度に
ついて説明、解説することは容易です。またその歴
史的経緯についてもある程度の知識を把握している
土地家屋調査士はかなりいます。
しかし、国会の様々な質疑の答弁の中で、総理大
臣や各大臣から「諸外国ではこうしています。」との
答弁が多く見受けられ、たまに「おや！」と思われる
こともあります。また、政治家とお話をするとき、
しばしば「他の国はどういう扱いをしているのか？」
という話題が出ます。こうしたとき、全く諸外国の
知識がなければ、それ以上議論は続きません。
諸外国の土地制度の状況を把握していれば、日本
の土地制度の良い点や改良する必要のある点など話
題は発展しより良い土地制度へ発展させる可能性の
ある提言が可能になるでしょう。
最近国会では、外国人の土地取得の規制について
検討を進める旨の議論もされているところですが、
その前提として、立法府・行政府の方々も諸外国及
び日本の土地制度に関して正確な情報・知識を我々
とともに共有してもらうことは非常に大切な事だと
思います。
我々土地家屋調査士が中心となって立ち上げた地
籍問題研究会が今後「日本地籍学会」（仮称）として土
地制度に関する問題点を指摘し提言を行って制度の
変革・移行を促すことで我が国の土地制度が安全で
信用できる制度になり、より未来志向のものにする
ことができると思います。
国会議員、地方議員などの政治家の方々にも地籍
問題研究会の研究成果を広報し勉強会などを開催し
ていただくことも必要であろうと思います。

■これまでの研究と研究機関

諸外国の土地制度の研究について私自身がこれま
でに関わりまた見聞して来た研究機関とその研究内
容について簡単に触れておきます。

Ⅰ　日調連研究所での研究と法務省委託研究
私は、かつて（2015 ～ 2016年）日調連研究所にお
いて、諸外国の土地制度の研究に携わりました。一
個人としてはたいへん勉強になり成果については報
告書にまとめたのですが、その内容についての議論
や広報をする機会がなかったことが残念です。研究
の成果を個人のものとしておくのももったいないと
思いました。
（たとえば、ヨーロッパなどでは、各国その制度
は異なっているのですが、ELRA（European Land 
Registry Association（ヨーロッパ土地登録協会））
という組織によって、相互に土地登録の情報の共有
がされています。ELRAのホームページ→https://
www.elra.eu/）
私は、日調連研究所の研究員として、アジアの国、
カンボジアに焦点を絞って研究を行い、法務省・外
務省を通じて現地を訪れました。
カンボジアの政府機関、国土整備・都市計画・建
設省・司法省を訪ね、王立法律経済大学、JICA、
日本大使館のほか民間企業を訪問し資料収集などを
行いました。
また、その後、法務省法務総合研究所国際協力部
の委託からの要請もありミャンマーの土地制度につ
いても現地で研究・取材を行いました。
この成果をまとめた報告書は、ミャンマー連邦共
和国法制度調査報告書「ヤンゴンにおける土地の物
理的状況に係る登録法制の調査研究（日本土地家屋
調査士会連合会）」として法務省の法務総合研究所の
ホームページの中で公開されています。法務省の公
表資料の中に、日本土地家屋調査士会連合会の名称
で掲載がされたことは専門職として誇らしくもあり
ます。

Ⅱ　国際地籍シンポジウム
これまで、日本・韓国・台湾が、地籍学及び実務
の進歩普及を図る目的のもと国際地籍シンポジウム
を2年ごとに持ち回りで順番に開催地を変えながら
開催して来ています。
この3つの国と地域は、土地制度についてもとも
と同じようなスタートラインにあったと思うのです
が今現在、日本は進んでいるどころか遅れているの
ではないかという思いに駆られています。
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コロナ禍も収まりを見せつつあり、今後再開され
るようですから、各国の取組みや問題提起などが楽
しみです。

Ⅲ　FIG（国際測量者連盟）
国際測量者連盟（International Federation of 

Surveyors, www.fig.net）は1878年に創設された120
以上の国の測量関係者が参加する大きな国際非政府
組織です。
FIGは、測量、地籍、評価、マッピング、測地学、

地理空間など測量に関するほとんどの分野をカバー
しており、専門的な実践と基準を促進することを目
的とした議論を進め多くの国際会議を行っています。
私は、かつて2017年5月にフィンランド・ヘル
シンキで行われた「ワーキングウィーク」に参加して
来ました。
このときの会議は、90か国1,347人の測量・空間
専門家が参加し1週間の会議で多くの興味深いプレ
ナリーセッションとテクニカルセッションのプレゼ
ンがありました。
ワークショップ、貿易展示会、さまざまなサイド

イベントやソーシャルファンクションなどがありま
す。技術プログラムは、ベストプラクティスと新し
い研究を含む測量分野で約350のプレゼンテーショ
ンから構成されていました。
参加当時メインとなっていたブロックチェーン技
術、3Dスキャナー、ドローンによるレーザー測量
等は、今やかなり普通の技術として、その活用法が
検討される時代に移っています。

■最後に

今後、外国からの投資や日本からの海外投資、移
民の問題は、さらに大きくなるのは確実です。
我々土地家屋調査士は、専門家としての社会的意
義を示すためにも諸外国の土地制度についても関心を
広げ世界的な動きや潮流をも知見に加えて制度の改
革を目指し問題提起や提言を行うべきだと思います。
そのために、地籍問題研究会自体が学会としてそ
うした提言や問題提起のできる機関としての役割を
担って行くべきだと考えます。
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第37回　日本土地家屋調査士会連合会
親睦ゴルフ徳島大会

報告者：徳島県土地家屋調査士会　財務部長　　十川　耕大

準備開始

3年前の令和3年、世の中はコロナ禍で、日調連
親睦ゴルフ大会は2年連続で開催取り止めとなって
いた時で、再びゴルフ大会が開催される時はくるの
だろうか…という時でしたが、コロナ禍が明けると
信じ、準備委員会が立ち上がりました。
そして、社会も我々もコロナに負けずに前進し、
ついに3年ぶりにゴルフ大会が開催されることとな
り、京都大会に参加して「視察」から始まりました。
京都大会のあまりの凄さに「徳島でこれができる
のだろうか…」と思ったのを覚えております。

PR活動開始

令和5年6月、実行委員会が組成されました。
令和5年の開催地であった福島大会に参加して、
徳島大会のPRをさせていただきました。福島会の
皆様をはじめ、福島大会のご関係者の皆様には、色々
とご親切にご教示くださり本当に感謝しております。
その後、日調連の定時総会におきましてもPR活
動をさせていただき、ご関係者の皆様には徳島大会
周知のためにご協力いただきました。

前夜祭

あっという間に前夜祭の幕開けです。
当会会長西岡健司の開会の言葉から始まり、岡田
潤一郎連合会会長のご挨拶、ご来賓として有限会社
桐栄サービスの森本英彦社長がご臨席くださり、後
藤田正純徳島県知事、中西祐介参議院議員から心温
まるお言葉をいただきました。
日調連共済会の三戸靖史会長からのご挨拶をいた

だいた後、皆様お待ちかねの乾杯のご発声を椎名勤全
調政連会長からいただき、賑やかに開宴となりました。
ちょっといい気分になってきたところに、練習に
練習を重ねたマツケンサンバ隊の登場です。今回は
「リレー福引き」と命名し、全国の各土地家屋調査士
会から協賛していただいた地元名産品を景品にした
抽選会が始まりました。どれも素晴らしい景品であ
りましたが、当会会長西岡が収穫した会長米30 kg
が中々目立っておりました。
千葉会の協賛品である落花生を千葉会の方が当て

るなど、皆様で大いに盛り上げていただき、続きまし
てはアトラクション「阿波踊り」に進んでまいります。
娯茶平連が踊りこんでまいります。
娯茶平連は、徳島の中でも最高峰の阿波踊り連で
す。徳島の人間にとっては見慣れているはずでした
が、それでも圧倒され、改めて阿波踊りの良さを実
感できるものでありました。
続きまして、次回担当会PRタイムとしまして、鹿

児島会からお越しくださいました皆様に素晴らしいPR
をご披露いただき、次年度への期待が高まりました。
最後に、久保利司四国ブロック協議会副会長の中
締めで、2時間の前夜祭はあっという間に終わり、
2次会、3次会、4次会、5次会と続いていきます。
皆様いったいどれだけ飲まれるのでしょうか。

第37回　日本土地家屋調査士会連合会
親睦ゴルフ徳島大会

前夜祭：令和6年10月25日（金） JRホテルクレメント徳島
競　技：令和6年10月26日（土） サンピアゴルフクラブ

徳島は田舎ですけど、いい所ですよ！
ようこそお越しくださいました！
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この前夜祭には、全国から156名の皆様のご参加
をいただきました。

ゴルフ大会

さて、いよいよ待ちに待ったゴルフ大会です。前
日の天気予報から、不安定な天気で芳しくない空模
様になるとのことで覚悟しておりましたが、パラパ
ラと雨粒は落ちておりますが、ゴルフにはなんとか
問題無いぐらいの感じではあります。
全国129名の参加者の受入態勢を整えました。
今回の決戦の場となるサンピアゴルフクラブは、
皆様の社交場としてよりハイレベルなプレーの楽し
みとハイクラスなリラクゼーションをお届けする
「ステイタスを有する者だけの本物のこだわり。そ
れに応える空間が、ここにある。」徳島屈指のゴルフ
場で、「自然を生かした広大な舞台に、エキサイティ
ングなコース設計。天然の奇岩やウォーターハザー
ド、純白のビーチバンカーなどを心憎いばかりに配
置して、あなたのファーストショットをお待ちして
いる。」ゴルフ場であります。
上記のゴルフ場の説明は、サンピアさんのホーム
ページから丸パクリしてしまいましたが、ゴルフ大
会は大きな混乱も無く無事スタートいたしました。
皆様どうでしたでしょうか。悪天候でありました
が、ハーフやラウンドを上がってくる皆様の顔は活

き活きとしていたのが印象的でした。
ゴルフ大会の結果は、次の表のとおりです。
表彰式の最後には、四国ブロック協議会田邊満夫
副会長が次回の当番会である鹿児島会の上小鶴一善
会長と登壇され、ご挨拶いただき、徳島会から鹿児
島会へたすきが渡されました。
飛行機にだけは遅れさせたらアカン！と、少し慌
ただしい表彰式になってしまいましたが、無事に終
了することができました。全ご参加者の皆様、お疲
れ様でした。
また、表彰式では、関係団体や全国の土地家屋調
査士会からたくさんの協賛を頂いたおかげで、多く
の方にお渡しすることができましたこと、深く感謝
いたします。

総合の部
順位 氏名 所属会 OUT IN GROSS HDCP NET
優勝 高山秀峰 三重会 39 45 84 13.2 70.8

準優勝 岡村悟 高知会 41 48 89 18.0 71.0
3位 鈴木泰介 千葉会 42 46 88 16.8 71.2

ベストグロス賞 野上将材 岡山会 39 36 75 2.4 72.6

女性の部
優勝 田頭貴子 岩手会 45 49 94 19.2 74.8

ドライビングコンテスト
コース 氏名 所属会
OUT 上小鶴一善 鹿児島会
IN 田中朋子 高知会

ニアピンコンテスト
コース 氏名 所属会
OUT 宮川啓 愛知会
OUT 江口揚亮 高知会
IN 田中朋子 高知会
IN 高山秀峰 三重会
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観光コース

観光コースは厳選して2種類ご用意させていただ
きました。「鳴門コース」と「祖谷コース」であります。
「鳴門コース」では、徳島県の伝統産業である藍染
体験から始まり、鳴門市が持つ絶景の渦潮や大塚国
際美術館を巡りました。昼食では、徳島県の誇るグ
ルメである海鮮をご堪能いただけたかと思います。
「祖谷コース」では、徳島県が持つもう一つの大自
然、三好市を巡りました。ラフティングの聖地と呼
ばれる大歩危渓谷の遊覧船の乗船、令和6年2月に、
3年に1度の架け替え工事が行われたかずら橋、ま
た、ケーブルカーで温泉へと上がる体験が可能なホ
テルかずら橋での昼食・入浴など、祖谷でしかでき
ない体験が目白押しであったかと思います。
「鳴門コース」には20名、「祖谷コース」には15名
の皆様にご参加いただきました。
今回参加できなかった皆様も、ぜひ徳島に遊びに
来てください。これらの観光コースを勉強して、今
後個別で徳島に来られたお客様にもご案内できるよ
うにしておこうと思う次第であります。

後書き

師匠からゴルフ道具一式をいただき、7年ぐらい
前からゴルフを始めた若輩者でありますが、考えて
みますと、全てこの日のためでした。
全国から錚々たる方々をお迎えする。中には滅多
にお会いできない、会報誌や写真でしか存じ上げな
い有名な方もいらっしゃる。ということで、ひとつ
だけ決めておりましたことは、「びびらない」という
ことであります。
「肩書きは関係ない」「誰が来ようが関係ない」「同
じ人間じゃないか」「対等だ」と自分に言い聞かせて、
私は前夜祭の受付に立ちました。

何々会の会長がいらっしゃいました。前回の優勝
者がいらっしゃいました。日調連役員がいらっしゃ
いました。連合会長がいらっしゃいました。顧問が
いらっしゃいました。○○様がいらっしゃいました…
いらっしゃる皆様全員があまりにも眩しすぎて、
私はひれ伏して、声が多分6オクターブぐらい上
がって、いつの間にか私は、地面に頭をこすりつけ
ながらお迎えができていたと思います。
ところで、ゴルフ大会の計画、準備はいろいろと
大変なこともありましたが、本当に大変だったのは
当会会長と、当会事務局であります。事務局職員2
名で、この大会をやりきりました。2名でですよ！？
凄くないですか！？
褒めてください！
最後になりましたが、皆様のご協力・ご援助によ
り大会が無事終了し、スタッフ一同充実感と安堵感
でいっぱいです。徳島会の団結も深まりました。こ
のような機会をいただきましたこと、この紙面をお
借りして感謝申し上げます。
ご参加いただいた皆様、本当にありがとうござい
ました。
次回の鹿児島大会でまたお目にかかれますことを
楽しみにしております。
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この度、連合会会報への寄稿の機会を与えてくだ
さり、関係各位に御礼申し上げます。
今回、打診のあった寄稿のテーマは「土地家屋調
査士PR（啓発）活動、オリジナルグッズ紹介や社
会貢献活動等」となっており、依頼内容を確認する
前にお引き受けしたため、紹介する内容については
後に大いに悩みました。
私は、令和5年に登録をしたばかりの新米で、土
地家屋調査士のPR活動や社会貢献活動にほとんど
携わらず、今に至っており、恥ずかしながら実体験
がほとんどありません。
そこで、本来は、テーマに忠実な内容であるべき
ではありますが、以前に参加させていただいた連合
会が主催する「令和5年土地家屋調査士新人研修会」
の体験と、その内容を一参加者の立場から、皆様に
ご紹介させていただこうと思います。

私は、異業種から一念発起し、令和5年5月に土
地家屋調査士の登録を行い独立開業しましたが、開
業してみると実に分からない事ばかりで、これまで
知り得なかった知識・経験・技術の重要性や責任の
重さと、そのボリュームに日々圧倒されていた頃で
したので、岩手会から新人研修の案内があった際は、

愛しき我が会、我が地元（4巡目）　Vol.131
岩手会／長崎会

とても安堵した事を覚えています。
私が受講した年の新人研修は、東京会場と大阪会
場のいずれかを選択し、研修に参加する流れでし
たが、早い時期に開催される東京会場（KCF Hall＆
Rooms）において、令和5年10月22日、23日の2日
間にわたり参加しました。全国から実に多くの同期
の方々が参加されており、約300人の参加者であっ
たと後から伺いました。
研修会の講義内容は、「調査士の職責と倫理」「報
酬額の考え方」「調査士の懲戒精度と懲戒処分事例」
でした。いずれも大いに勉強になりましたが、報酬
額の考え方についての研修は、神奈川会の大竹先生
が生講義をされ、実務に近い具体事例を基に、報酬
額の算出根拠についての指導が行われました。特に、
「サイクルタイム」の考え方はこれまでに見聞きした
事がなく、これまで不安になりながら作っていた見
積りについても、作業時間や作業効率等を踏まえ、
仕組みを理解して作成できる能力を身に着ける事が
できる機会となりました。講義の後に5～ 6人程の
グループに分かれ、実際に見積書を作成して意見交
換を行う時間があり、同じ事例であっても微妙に異
なる見解に「こういう考え方もあるのか！」と新しい
発見がいくつもありました。

岩手会　　『土地家屋調査士新人研修の体験談』
岩手県土地家屋調査士会　盛岡支部　　笹川　亮輔

Vol. 131

愛しき我が会、我が地元 4巡目
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グループワークを含め、研修中の新人同士での意
見交換の機会は、非常に刺激的で共感できる話や学
びになる話が多くあり、研修が終わった後も切磋琢
磨しながら成長していける仲間との出会いは大きな
財産となりました。

新人研修を終え、土地家屋調査士として新たな一
歩を踏み出すことになりましたが、研修を通して学
んだ知識やスキルを十分に活かし、現場での経験を
重ねながら、さらなる成長を目指していきたいと思
います。

そして、新人研修において、設営に多大なるご尽
力を賜り、誠にありがとうございました。初めての
ことばかりで不安も多かった私たち新人にとって、
スタッフの皆様の温かいサポートと細やかなご配慮
が研修を有意義な時間とする心の支えとなりました。
講師の先生方をはじめとした設営スタッフ皆様の
ご尽力のおかげで、土地家屋調査士として必要な知
識や技術、そして倫理観をしっかりと学ぶことがで
きました。今後も新人として学び続け、「土地家屋
調査士」としての誇りを持ち、皆様から頂いた学び
を胸に、日々努力してまいりたいと思います。

我が地元長崎県について、観光地、グルメ、名産
等の紹介は、すでに前回までにされたものもあると
思いますが、いろいろな視点から長崎県をあらため
てご紹介できればと思います。
まずは、長崎県の総人口は、令和6年現在で全国
47都道府県中30位（総務省統計局データより分析）
で過去5年間、順位の変動はないようです。九州ブ
ロック協議会では、8県中5位となります。また、
土地家屋調査士の会員数は全国47都道府県中30位
（土地家屋調査士白書2024から）、九州ブロック協
議会では、8県中4位となります。
一方、人口の減少率は長崎県においては全国47
都道府県中8位（総務省統計局データから）、九州ブ
ロック協議会では、8県中1位となります。
次は、長崎県が誇る全国1位（ホームページ「なが
さーち」から）をご紹介させていただきます。漁獲で
きる魚の種類、爆竹の消費量、島の数、びわの生産量、
養殖マグロの生産量、ペンギンの飼育種類数、カス

テラの消費量、テーマパークの敷地面積（ハウステ
ンボス）、煮干しの生産量、刺し身の消費量の10項
目です。
以上の順位を見て、長崎県の特色、現状を想像い
ただけると思いますが、長崎県も更なる活性化に向
けて、近年は変化をしております。令和4年9月に
西九州新幹線が開業（長崎→武雄温泉）し、新長崎駅
の整備も進められています。また、新長崎駅に隣接
する大型複合施設である長崎スタジアムシティも、
令和6年10月にオープンしました。ここは、長崎
をホームとするプロサッカーチームのV・ファーレ
ン長崎、プロバスケットボールチームの長崎ヴェル
カのホームスタジアム、アリーナとしても利用され、
地元プロスポーツにおいても賑わいを見せており、
長崎県もまずは長崎駅周辺から様々な変化をしてお
ります。
さて、このような長崎県の我が長崎会ですが、長
年、地元メディア主催のフェスティバルに出展する

長崎会　　『我が地元長崎県と長崎会としての地元
フェスティバル出展報告』

長崎県土地家屋調査士会　広報部長　　竹永　智彦
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ことにより、来場する一般のお客様に対して、土地
家屋調査士というものを身近に感じてもらう取り
組みを行ってまいりました。私が令和5年に広報部
長に就任してからは、新型コロナが5類に移行し、
再び各種イベント事も活気を見せ始めました。令
和5年に開催された地元メディア主催のラブフェス
2023からは、長崎県土地家屋調査士会のブース出
展に伴い、長崎地方法務局にも呼びかけを行い、長
崎会ブースの一部を提供させていただき、協力して
イベントを盛り上げました。土地家屋調査士もまだ
まだ一般の方々に対しては知名度が低いですが、法
務局という行政機関の力をお借りすることで、土地
家屋調査士の存在のさらなるアピールにも繋がりま
した。一方、法務局という存在も普段は一般の方々
には敷居が高く馴染みが薄いと思われがちですが、
このようなイベント出展を通して、身近に感じても
らえるようにアピールをしていただきました。

前回好評だったこともあり、今回のラブフェス
2024の出展に向けて、長崎地方法務局の職員の皆
様にお声をおかけしました。今回で2回目となりま
したが、前回に引き続き法務局職員の皆様とイベン
トを盛り上げ、大盛況で無事終えることができまし
た。なお、長崎地方法務局におかれましては、令和
5年は主に「相続登記の義務化」について、令和6年
は主に「人権」、「自筆証書遺言書保管制度」について、
一般の方々にPRしていただきました。このイベン
ト出展を通して、法務局職員の皆様とも普段できな
いコミュニケーションもとることができました。ま
た、長崎県土地家屋調査士会の広報活動の取り組み
を法務局の職員の皆様にもアピールできた最高のイ
ベントであったと思います。令和7年以降も、長崎
地方法務局と協力して一般の方々への広報活動を行
い、我が長崎会が長崎県の発展、活性化の一役を担
えればと思っております。

ブース出展品

法務局人権キャラクターの人KENまもる君と人KENあゆみちゃん

大人気！測量体験コーナー

長崎地方法務局の方々との記念写真
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これまでの道のりと歩み

補助者として広島会の倉本事務所に入らせても
らってから4年後に土地家屋調査士試験に合格しま
した。サービス業で働いてきた中で、説明がおそら
く人より長けているんだと思います。家電販売の経
験から、初めて見る家電製品をあたかも知っていた
かのように説明するんです。その度胸というか、説
得力というか「説明も上手だから分かりやすいよ。」
と言われたり、やっぱり僕、向いてるのかなみたい
なものがありました。
土地家屋調査士試験に合格して3年後に退職させ
ていただくことを承諾いただいて、その準備に入り
ました。開業と同時に3人雇用させてもらいました。
前の事務所が総勢20人くらいの事務所だったので
案件に対して集中して大人数で行くというのは、当
時に培ったものかなと思います。
独立して思うと、大きな仕事をして報酬をいただ
いたのに、お礼も言わずに次の仕事の話をするのは
おかしいなと思って、それに気づけたところですね。
きちんと感謝というかお礼を。ゼロから始まったも

のを10まできちんとできたものに対してのお礼を
言うということに気づけたんじゃないかなと思いま
す。お電話させてもらって、「ありがとうございま
した。」とか、「その後おかわりないですか。」とか。
当然、次の仕事のきっかけとしてもですね、話をさ
せてもらっています。

事務所の規模が大きくなっていく中で

補助者の時に土地家屋調査士試験に合格し、これ
で貢献できると思って頑張りすぎてしまいまして、
日中に会う社長さんから、「昨日の深夜2時くらい
にメールを受けたけれど大丈夫？」とか、「寝てない
んじゃない？」とか、お客さんから心配されるよう
になって、これはちょっと働き方を変えないといけ
ないと、そういったことを経験していたので、今の
スタッフにはそうさせたくない想いがありました。
今の採用者で26人目なんです。現在の在籍者が
15人なので、10人以上辞めてるんです。それも資
格を取得して辞めた人もいますし、2日で辞めた方
もいましたけど。

第5回　土地家屋調査士山本賢治氏の現在地
～魅力ある土地家屋調査士業界の発展に向けて～

広島会　　山本　賢治　会員

広島県海田町と東広島市に2つの事務所を構え、土
地家屋調査士2名、総勢15名のスタッフを擁する土地
家屋調査士法人グランドデザイン代表社員、　株式会社
グランドデザインオフィス代表取締役として活躍され
ている広島会の山本賢治さんへインタビューしました。
新しい技術の導入やスタッフの育成などを通じて、若
い世代へ土地家屋調査士をアピールすること、魅力あ
る土地家屋調査士業界の創造と発展に向けて、お話し
いただきました。
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これはうちの課題なんですけど、教育がしっかり
できていなかったんですね。僕、山本自身が割と何
でもしてしまう方なので、教える前に先にやってし
まっていたから、それがいけないなというのは反省
しているんですけど、今なんとかその中でもできる
方が増えてきて、少しずつよくなってきていると思
います。

新しい技術の導入

レスポンスのいい人のニーズがあるなというのが
あったので、開業当時はそれを目指すために人も入
れてやってきました。
うちはドローンの測量が得意なので、飛ばせると
ころは必ずというほど飛ばして、昔で言う3Kとか
いうような言い方にはならないようにドローンなど
で、ある程度現場にいる滞在時間を少なくして、成
果品も2次元じゃなく3次元のもので説明するとい
うことをやっています。色がついて、なおかつ立体
的だったりとか、視覚的に受け取り方が全然違うん
ですね。
独立した当時、ドローンの人気が少し出始めた時
だったので、みんなドローンを買いたいんだと。で
もお金もないし、ノウハウもないから、実際に撮影
で使っている人などを講師に呼んで、それでよかっ
たらそこの銀行の融資で買うから、こういう集いを
やりませんか、と伝えたんですよ。是非やりましょ
うとなって、10人くらいの同業者に声をかけて、
みんなで新しいことをやりましょうと言って、銀行
の研修室を借りて勉強会をさせてもらいました。

立会隣接者への新しい連絡手法

うちの事務所が来ましたと、葉書サイズの不在連
絡表を作って、それを投函するんです。普通の手
紙だと見ないのに、不在連絡表って書いてあった
ら、何のこと？ってなるんです。管理番号を書いて
おいて、これを電話口で言っていただけたらすぐに
対応します、みたいなことを書いてですね。LINE
だったら夜中でも受付できますって書いておくと、
LINEで連絡がすぐ来ますね。わかり易さや、もっ
とオリジナリティを出していって、やり易いように、
ストレスがスタッフにかからないようなことをやっ
ていきたいと思うんです。

若いスタッフの育成

マニュアルが欲しいと言いますよね。自分から教
わりに行くのが慣れていない感じもあるので。僕が
作業しながら説明しているところを動画で撮っても
らい、シェアするようなことをしています。
その動画を撮りためてから、「これを入社前に見
てもらったらオッケーです。」みたいなのが理想なん
ですけれど、その前段階のような感じですね。
この4月から入った25歳のスタッフは、うちの
ホームページを見て、内容をよく読んでいて、ブロ
グというかコラム的なものがあるんですけど、この
時期にこんなことをしたんですよね、とか聞かれた
りするので。
僕は面接では、「土地家屋調査士を取ってから何
をしますか。」と質問するんです。みんな土地家屋調
査士を取ることを目指してくるので、取った後のこ
とを考えないんです。うちに来るんだったら、取っ
た後のことを考えてもらわないと意味がないんで
す、という話をして。うちはドローンとか土地家屋
調査士がベースでこういったことが得意なんだ、と
いうところが売りなので、うちに来るんだったら資
格取得後の考えを持ちながらの方が独立したときに
武器になるよって話をしていますね。

社内研修会と働き方

年に大きな社内研修会を4回くらいしています。
うちは3人か4人で一つのグループを作っていて、
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DX推進・業務改善・事務改善・研修企画の4つの
グループがあって、そのグループごとにテーマを考
えてもらっています。それを月ごとのリーダー会議
で、「こういった意見が出ています。」というのをすり
合わせて、その4人で物事を決定していきます。研
修会は、その意思決定を発表する場にもしています。
開業して1、2年は5、6人だったので、自分の範
疇で物ごとが見えてたんですけど、それが10人を
超えると日常の業務に追われてしまってきちんと返
事ができなかったり、決定できていないことが多々
あって、僕が本来やりたいことの決定権を渡すので、
その中で考えて決定してくれというように。自分が
楽になる意味でもそうしたかったなというのがあっ
て、リーダー達も会社のことをきちんと考えてくれ
ていて、最近この人はこんな感じなんですよとか、
自分が気づけないところに気づいてくれたりするの
で、いいかなと思っています。
県外からうちに来てくれる方がいるんです。それ
はうちの事務所のホームページとかを見てくれてる
からなんですけど。こういう仕事をやってみたいな
と思ってきてくれてるんだなと思うと、やってきた
ことはよかったのかなと。
ライフワークという考え方、仕事がしたいからや
るんだという考え方。もうひとつはライスワークっ
て言うんです。飯を食うためにやらざるを得ない仕
事。ライフワークとライスワークのバランス。その
人はライフワークだという考えで土地家屋調査士を
目指しているのか、ライスワークだと考えているの
か、すごく違うと思うんです。仕事に対しての向き
合い方も違うのかなと思ったりもします。

土地家屋調査士業界の発展に向けて

ぜひ土地家屋調査士の皆さん、勇気をもって、人
を雇用していただいて、できれば、独立する方を応
援するような事務所にしていただきたいなと思うん
です。39歳になった僕が15人を雇って、調査士に
なりたい人を募集して受け入れをさせてもらってい
ます。僕が取り始めた時と重なるというか、頑張っ
ている方を応援したいという部分があるので。そう
いった社会貢献、土地家屋調査士の事務所、土地家
屋調査士の業務をいろいろな方に知っていただい
て、土地家屋調査士になりたい方をどんどん増やし

ていくような。そういった意識を土地家屋調査士の
皆さんに持ってほしいんです。
あとは、同業で仕事がうまくいかなくて自死した
人もいます。過労死で亡くなった方など、それを目
の当たりにして、なんで一生懸命仕事もしながら取
得した資格で飯を食ってるのに、そういう状況に
なっているのか。悔しくてですね、改善したいとい
うのもあって。まず雇うということもそうですし、
新しい技術を入れるということもそうですし、時代
適応というか、その時にあったベストな選択をしつ
つ、守るものを守りながら進んでいくべきですし。
新しい技術の導入によって、土地家屋調査士のス
キルが役立つ場面がいっぱいあります。自分ができ
ない技術は、できる人を知っているということを
言ってほしいんです。やっている方を知っているか
ら、この人に紹介するよとか、同業者同士で、でき
ないことはできる人に頼めばいいと思うんです。そ
ういう輪の連携を取るべきだと思います。

インタビューのおわりに

このインタビュー企画を考えていただけて本当に
ありがたいです。みんなでいい方を発掘して、そう
いった方を取り上げて、また広報につなげていただ
きたいなと思います。

1時間20分におよぶ25,000字のインタビューと
なりました。お聞きした将来の計画や今後の運営の
方向性についての内容は、今後の山本賢治氏が活躍
する姿として体現されるものと思います。

広報員　　北條　誠治（取材・文）
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連合会長　岡田潤一郎の水道橋通信

11月
16日　地籍問題研究会　第39回定例研究会
平成22年10月に設立された地籍問題研究会は39回
目の定例研究会を迎えた。今回は、「筆界未定地の
解消に向けて」をテーマに4名のパネリストによる
パネルディスカッションを中心に議論を展開し、提
言をまとめる形式で企画された。

18日　自由民主党　予算・税制等に関する政策懇
談会
令和7年度の予算・税制を見据えた政策懇談会のた
め、高倉専務理事と共に千代田区永田町の自由民主
党本部に向かう。出席された議員からは、表示に関
する登記の課題等に質問及び意見をいただいたとこ
ろである。

20日　第7回正副会長会議
正副会長会議を招集し、組織としての懸案事項を共
有し、対応策を協議。

20日、21日　第7回常任理事会
本年度、7回目の常任理事会を開催。担当各部等か
らの報告の後、4項目の審議事項と19項目に及ぶ協
議事項について方向性を確認。

21日　第3回監査会
常任理事会終了後、全ての副会長、専務理事、常務
理事及び常任理事と共に監査会に臨む。この日は、
業務に関する監査を中心に実施された。

23日　日本登記法学会　第9回研究大会及び学会定
時総会
新宿区四谷の司法書士会館にて開催された「日本登
記法学会」に出席し、日調連会長として挨拶させて
いただいた。今回は、石野社会事業部長による「震
災後における登記実務の諸問題～表題部に関する登
記～」と題した報告もあり、災害時における「登記」
の立ち位置に一石を投じることができたと感じる。

25日　公益社団法人日本測量協会理事会（電子会議）
日調連会長として、公益社団法人日本測量協会の理
事職を兼務しており、この日は理事会にリモート参
加させていただいた。世界測量者連盟（FIG）におけ
る報告等、多岐にわたる活動内容を目の当たりにし、
日々の日調連会務にも参考としたいところだ。

27日　神奈川会主催　境界実務者連絡協議会
境界実務者連絡協議会に出席するため横浜に向か
う。法務省民事局民事第二課長による「所有者不明
土地の解消に向けた民事基本法制の見直し及び共
有私道ガイドラインの改訂について」を講演いただ
いた上で、パネルディスカッション「筆界と行政管
理界についての考え方」において深堀りする企画で
あった。

29日　鹿児島会及び鹿児島公嘱協会主催の狭あい
道路解消を考えるセミナー
鹿児島において狭あい道路解消を考えるセミナーが
開催されると連絡をいただき、空路鹿児島入りする。
狭あい道路の解消を社会に発信することは、私たち
の使命と明るく安全に暮らせる社会を維持し、国民
の皆様をつなぐ懸け橋にもなると認識しているとこ
ろである。

12月
4日　全国測量設計業協会連合会との協議会
全国測量設計業協会連合会（全測連）とは、定例的に
協議会を開催してきた。三戸副会長、高倉専務理事、
内野制度対策本部担当常任理事、水野業務部長及び
石野社会事業部長と共に出席し、今回も両組織の抱

11月16日
	 ～12月15日	

連合会長　
岡田潤一郎の水道橋通信

昨今の物価高には閉口である。水道橋近辺のホ
テルも金額設定が尋常でない感が大きい。日調連
近くのお気に入りの「蕎麦屋」、「おにぎり屋」、「パ
ン屋」も一斉に値上げに踏み切った。業務において
も、測量用の金属鋲や境界標も急速に値上がりし
ている。こんな社会環境の中においても、私たち
は社会に安定した生活を提供する職責を全うする
専門資格者として、存在し続けなければならない。
専門資格者として適正かつ正確な業務遂行は当然
として、付加価値を提供しつつ、物価高に負けな
い強靭な体力と知見を併せ持つべきである。
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える問題点や各々の災害対応等、情報と意見交換を
実施できた。

10日　日調連・日公連・日司連による「三者連絡会」
恒例の「三者連絡会」に参加するため、4名の副会長、
専務理事及び常務理事と共に会場の法曹会館へ向か
う。日本公証人連合会（日公連）、日本司法書士会連
合会（日司連）及び日調連の各団体から近況報告が行
われるとともに、各業界の課題等に関して情報交換
と意見交換を展開したところである。

11日　第8回正副会長会議
正副会長会議を招集し、組織としての喫緊の課題に
関して方向性を共有確認する。

11日、12日　第4回理事会
年末の多忙の中、全ての役員に参集してもらっての
理事会を開催。今回の理事会は、来期以降を見据え
た大きな意味を持つ会議であり、各役員から活発な
議論展開がなされたところである。

12日　連合会役員を対象とした研修会（寺田顧問に
よる講話）
日調連の顧問であり、元最高裁判所長官の寺田逸郎
先生に講和をお願いし、日調連役員を対象とした研
修会を企画してみた。不動産登記制度の変遷と資格
者への期待を中心にお話しいただいたところである
が、各々が役員としての道を模索することに期待し
たい。

12日　制度対策本部・研修部・社会事業部合同打
合せ（ADR認定土地家屋調査士及び土地家屋調査士
会ADRセンターの在り方について）
ADR認定土地家屋調査士とADRセンターに関連す
る部署が一同に集い、その在り方と方向性について
協議を行う。日本社会における高齢化対策としての
観点等も視野に、多岐にわたる議論を展開。
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11月16日～ 12月15日会 誌日務

会務日誌

11月
18日
○第4回義務研修運営委員会（電子会議）
＜協議事項＞
1	 今後の土地家屋調査士新人研修におけるカ
リキュラム（案）等について

2	 年次研修について

19日
○第4回特別研修運営委員会
＜協議事項＞
1	 各ブロック協議会からの収支状況報告に対
する対応について

2	 受講者募集について
3	 令和7年度特別研修運営委員会の事業計画
（案）及び予算（案）について

20日
○第7回正副会長会議
＜協議事項＞
1	 第7回常任理事会審議事項及び協議事項の
対応について

20、21日
○第7回常任理事会
＜審議事項＞
1	 令和7年秋の叙勲及び褒章受章候補者の推
薦について

2	 日本土地家屋調査士会連合会役員選任規則
第2条に規定する役員及び予備監事の数並
びに同規則第2条の2に規定する理事、監
事及び予備監事の候補者の数等について

3	 令和7年度土地家屋調査士事務所形態及び
報酬に関する実態調査の実施について

4	 令和7年度狭あい道路解消シンポジウムの
開催について

5	 日本土地家屋調査士会連合会会計規則の一
部改正（案）について

6	 土地家屋調査士業務取扱要領の一部改訂
（案）について

7	 第20回土地家屋調査士特別研修の受講者募
集について

＜協議事項＞
1	 土地家屋調査士職務倫理規程（仮称）の新設
及び日本土地家屋調査士会連合会会則の一
部改正（案）について

2	 中長期的な財政計画の検討について
3	 日本土地家屋調査士会連合会会費の改定に
ついて

4	 日本土地家屋調査士会連合会会則施行規則

及び土地家屋調査士会会則モデルの一部改
正（案）並びに日本土地家屋調査士会連合会
領収証の記載項目に関する規則（案）につい
て

5	 日本土地家屋調査士会連合会会則施行規則
附録第10号（事件簿）及び附録第11号（年計
報告書）の一部改正について

6	 日本土地家屋調査士会連合会と株式会社ゼ
ンリンとの「調査士カルテMapにおける利
用に関する合意書」について

7	 土地家屋調査士新人研修実施要領の一部改
正（案）について

8	 土地家屋調査士研修制度基本要綱の一部改
正（案）について

9	 第2期土地家屋調査士年次研修の基本計画
について

10	日本土地家屋調査士会連合会大規模災害復
興支援対策に関する規則及び関係規則の一
部改正（案）について

11	土地家屋調査士総合研究所の設置について
12	令和7年度各部等の事業計画（案）について
13	令和6年度第2回全国会長会議及び令和7年
新年賀詞交歓会の運営等について

14	連合会における令和7年度の主要な会議に
関する日程（案）について

○第7回常任理事会における業務執行状況の監査

21日
○第3回監査会

28日
○第3回聴聞

○第4回会報「土地家屋調査士」編集会議
＜協議事項＞
1	 土地家屋調査士会の実施する事業等につい
て

2	 12月号の編集状況について
3	 1月号以降の掲載記事について
4	 令和7年度の広告ページの料金について

○第5回研究所会議
＜協議事項＞
1	 各研究テーマの研究における今後の進め方
について

2	 土地家屋調査士総合研究所の設置について
3	 令和7年度研究所の事業計画（案）及び予算
（案）について
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○第3回登記基準点評価委員会（研修部門）
＜協議事項＞
1	 令和6年度事業計画の展開と事業進行につ
いて

○第7回広報部会（電子会議）
＜協議事項＞
1	 令和6年度のウェブコンテンツの作成につ
いて

2	 土地家屋調査士制度広報用ポスターの作成
について

3	 土地家屋調査士パンフレットの作成につい
て

4	 土地家屋調査士試験の会場等において配布
した受講者アンケートについて

5	 土地家屋調査士広報コンテストについて
6	 会報の編集及び発行
7	 令和7年度の広報部事業計画（案）及び予算
（案）について

12月
9日
○第8回広報部会（電子会議）
＜協議事項＞
1	 令和7年度広報部の事業計画（案）及び予算
（案）について

11日
○第8回正副会長会議
＜協議事項＞
1	 第4回理事会審議事項及び協議事項の対応
について

11、12日
○第4回理事会
＜審議事項＞
1	 令和7年秋の叙勲及び褒章受章候補者の推
薦について

2	 日本土地家屋調査士会連合会役員選任規則
第2条に規定する役員及び予備監事の数並
びに同規則第2条の2に規定する理事、監
事及び予備監事の候補者の数等について

3	 令和7年度土地家屋調査士事務所形態及び
報酬に関する実態調査の実施について

4	 令和7年度狭あい道路解消シンポジウムの
開催について

5	 日本土地家屋調査士会連合会会計規則の一
部改正（案）について

6	 第20回土地家屋調査士特別研修の受講者募
集について

＜協議事項＞
1	 土地家屋調査士職務倫理規程（仮称）の新設
及び日本土地家屋調査士会連合会会則の一
部改正（案）について

2	 土地家屋調査士会戸籍謄本・住民票の写し
等職務上請求書取扱管理規程（モデル）につ
いて

3	 中長期的な財政計画の検討について
4	 日本土地家屋調査士会連合会会費の改定に
ついて

5	 土地家屋調査士業務取扱要領の一部改訂
（案）について

6	 日本土地家屋調査士会連合会会則施行規則
及び土地家屋調査士会会則モデルの一部改
正（案）並びに日本土地家屋調査士会連合会
領収証の記載項目に関する規則（案）につい
て

7	 土地家屋調査士新人研修実施要領の一部改
正（案）について

8	 土地家屋調査士研修制度基本要綱の一部改
正（案）について

9	 第2期土地家屋調査士年次研修の基本計画
について

10	日本土地家屋調査士会連合会大規模災害復
興支援対策に関する規則及び関係規則の一
部改正（案）について

11	土地家屋調査士総合研究所の設置について
12	令和7年度各部等の事業計画（案）について
13	令和6年度第2回全国会長会議及び令和7年
新年賀詞交歓会の運営等について

14	連合会における令和7年度の主要な会議に
関する日程（案）について

○第4回理事会における業務執行状況の監査

12日
○第4回監査会
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各土地家屋調査士会へ発信した主な文書

11月16日～ 12月15日

発信文書の詳細につきましては、所属の土地家屋調査士会へお問合せください。

月日 標　　　題

11月18日 第20回土地家屋調査士特別研修の会場確保について（依頼）

11月21日 不動産登記規則の一部を改正する省令案の概要に関する意見の提出について（お知らせ）

11月21日 年末年始における土地家屋調査士電子証明書の発行について（お知らせ）

11月22日 令和6年度土地家屋調査士民間紛争解決手続代理能力認定の実施について（通知）

11月22日 令和6年度土地家屋調査士民間紛争解決手続代理能力認定の実施に関する官報公告について
（お知らせ）

12月3日 令和6年度第2回全国会長会議及び令和7年新年賀詞交歓会の開催について（通知）

12月3日 令和6年度第2回全国会長会議会議録の送付における希望部数の聴取について

12月4日 令和6年度土地家屋調査士民間紛争解決手続代理能力認定の申請手続に関する事務について
（通知）

12月4日 令和6年分の所得税の確定申告及び事業者のデジタル化促進に関する周知について（依頼）

12月4日 消費税のインボイス制度に関する周知等について（依頼）

12月5日 小冊子「マンガでわかる土地家屋調査士のしごと」及び小冊子「マンガでわかる土地家屋調査
士成長物語」並びに土地家屋調査士制度広報用ポスターの送付について（お知らせ）

12月5日 不動産登記規則等の一部を改正する省令案に関する意見の提出について（お知らせ）

12月6日 令和6年度土地家屋調査士会ADRセンター担当者会同議事録の送付について

12月9日 専門的業務賠償責任保険及び施設賠償責任保険の加入に必要な情報提供について（お願い）

12月10日 不動産登記事務取扱手続準則の一部改正及びこれに伴う不動産登記事務の取扱いについて
（参考送付）

12月11日 土地家屋調査士広報コンテストの報告データについて（参考送付）

12月12日 令和6年度第2回全国会長会議の議題について（通知）

12月13日 土地家屋調査士特別研修受講促進チラシ（電子データ版）の送付について

各土地家屋調査士会へ発信した主な文書
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	登録

令和6年11月1日付
東京	8389	 松田	 直樹
東京	8390	 古舘	 陸
神奈川	 3248	 浅沼	 大祐
埼玉	2818	 冨松	 理人
埼玉	2819	 髙橋	 達志
大阪	3477	 吉門	 達彦
京都	 953	 岩元	 達也
広島	1953	 徳原	 秀靖
福島	1530	 蛭田	 剛

令和6年11月11日付
広島	1954	 武田	 和久

令和6年11月21日付
東京	8392	 石黒	 暉人
神奈川	 3250	 菅野	潤一郎
千葉	2290	 吉良	 亮一
愛知	3151	 岡本	 和也

	 �登録取消し

令和6年7月19日付
群馬	 246	 内山	 秀三

令和6年9月13日付
兵庫	 348	 桂	 八郎

令和6年9月26日付
神奈川	 2392	 阿部	

令和6年10月5日付
兵庫	1198	 柳谷	 義則

令和6年10月6日付
兵庫	1463	 亀井	 國美

令和6年10月10日付
神奈川	 1544	 秋山	 隆

令和6年10月19日付
鹿児島	 847	 小野原	憲人

令和6年10月31日付
広島	1415	 森本	 浩介

令和6年11月1日付
東京	7823	 三村	 誠
東京	8004	 池田	 義幸
埼玉	1618	 田村	 透
千葉	1253	 髙山	 武士
京都	 402	 木村	 義夫
岐阜	 926	 塚原	 弘道
愛媛	 524	 岸上	 幸三

令和6年11月11日付
千葉	1123	 大野	 茂
千葉	1443	 牧添	 豊海
静岡	1281	 中村	 泰久
静岡	1288	 野澤	 孝之
静岡	1419	 杉山	はるみ
新潟	2115	 小柳	 忍
奈良	 411	 西田	 直之

愛知	1318	 小松	 隆義
愛知	1842	 近藤	 芳伸
愛知	1856	 山田	 延子
佐賀	 454	 丸林	 博己
宮城	 801	 佐竹	 正克
札幌	1133	 遠藤	 有一
旭川	 239	 大谷	 純二
香川	 466	 松岡	 修

令和6年11月20日付
埼玉	1133	 橘川	 征美
埼玉	1186	 町田	 進
埼玉	1645	 鴫原	 勤
群馬	 672	 倉金	 英治
新潟	1905	 佐藤	洋一郎
大阪	2222	 馬場	 雅貴
大阪	3383	 八木	 崇允
兵庫	1617	 長谷川	和朗
兵庫	1766	 給田	 和夫
三重	 509	 柴原	 正志

	 �ADR認定土地家屋調査士
の登録

令和6年11月1日付
東京	8285	 松永	 勇矢
埼玉	2820	 谷道	 紗奈
大阪	3477	 吉門	 達彦
広島	1953	 徳原	 秀靖
福岡	2415	 中山	陽二郎

土地家屋調査士名簿の登録関係

土地家屋調査士名簿の登録関係

土地家屋調査士法（昭和25年法律第228号）第18条の規定により土地家屋調査士名簿に登録をした者、
登録の取消しをした者及びADR認定土地家屋調査士の登録をした者を次のとおり掲載する。
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小
事
が
大
事
去こ

ぞ年
今こ

と
し年

子
に
は
子
の
親
に
は
親
の
三
が
日

人
気
な
き
町
を
抱い
だ

き
て
山
眠
る

当
季
雑
詠

深
谷
　
健
吾
　
選

茨
城
　
島
田
　
　
操

い
と
ほ
し
と
思
ふ
晩
年
冬
紅
葉

小
春
日
や
老
人
ホ
ー
ム
の
わ
ら
べ
歌

吾わ

が
そ
ば
に
猫
も
寄
り
来
る
日ひ

な
た向

ぼ
こ

地
下
足
袋
で
踏
ん
で
火
を
消
す
冬
の
山

茨
城
　
中
原
ひ
そ
む

筆
立
の
い
ま
も
机
上
に
年
暮
る
る

通
院
は
車
椅
子
な
り
春
を
待
つ

安あ
づ
み
の

曇
野
は
裾
よ
り
昏く

れ
る
冬
夕ゆ

や
け焼

年
の
瀬
に
は
九
十
八
の
歳
迎
へ

岐
阜
　
堀
越
　
貞
有

甲か
ん

板ぱ
ん

で
祝の

り
と詞
を
あ
げ
て
初
荷
船

隊
列
の
即
か
ず
離
れ
ず
鴨か
も

の
陣ぢ

ん

百
段
を
登
る
れ
ば
海
の
冬
夕
焼

返
り
花
一
人
よ
が
り
に
咲
き
に
け
り

兵
庫
　
小
林
　
昌
三

草
覆
う
礎そ

石せ
き

並
び
て
里
時し

ぐ
れ雨

山
々
の
峰
白し
ろ

々じ
ろ

と
深み

雪ゆ
き

晴ば
れ

山
口
　
久
保
真
珠
美

吊
る
し
柿
風
に
揺ゆ

る
る
や
漁
師
町

久
々
に
兄
弟
集つ
ど

ひ
お
で
ん
酒

ちょうさし俳壇　第 476 回

今
月
の
作
品
か
ら

深
谷
　
健
吾

島
田
　
　
操

吾
が
そ
ば
に
猫
も
寄
り
来
る
日
向
ぼ
こ

「
日
向
ぼ
こ
」は
、
冬
の
季
語
。
日
の
短
い
冬
は

暖
か
い
日
向
が
恋
し
い
。
わ
ず
か
な
日
に
温あ

た
たま

ろ

う
と
し
て
昼
の
ひ
と
時
を
味
わ
う
の
は
至し

福ふ
く

な
ひ

と
時
で
あ
る
。
歳
を
と
る
と
、
冬
の
寒
さ
は
殊
に

身
に
染し

み
る
。
冬
の
日
向
を
求
め
て
縁
側
で
時
を

過
ご
す
こ
と
が
多
く
な
る
。
可
愛
が
っ
て
い
る
猫

も
す
ぐ
に
寄
っ
て
来
る
の
は
人
と
同
じ
か
。
つ
い

つ
い
猫
と
共
に
う
と
う
と
し
て
し
ま
う
。
ま
さ
に

至
福
な
ひ
と
時
を
猫
と
味
わ
っ
て
居
る
光
景
を
詠

み
込
ん
だ
見
事
な
一
句
で
あ
る
。

中
原
ひ
そ
む

通
院
は
車
椅
子
な
り
春
を
待
つ

「
春
を
待
つ
」は
、
冬
の
季
語「
春
待
つ
」の
傍
題
。

近
づ
く
春
を
心
待
ち
に
す
る
こ
と
。
わ
け
て
も
、

暗
く
鬱う
っ

陶と
う

し
い
冬
を
耐
え
て
来
た
雪
国
の
人
々
の
、

春
を
待
つ
思
い
は
切
実
で
あ
る
。
近
所
の
か
か
り
つ

け
医
ま
で
の
通
院
に
車
椅
子
に
な
っ
て
し
ま
っ
た
の

で
あ
ろ
う
。
冬
の
寒
さ
が
身
に
染
み
る
作
者
に
と
っ

て
は
大
変
な
こ
と
と
思
い
ま
す
が
、
春
に
早
く
来

て
も
ら
う
し
か
手
立
て
は
ほ
か
に
あ
り
ま
せ
ん
。
切

実
な
る
状
況
を
詠
み
切
っ
た
見
事
な
心
象
句
で
あ

る
。
頑
張
っ
て
下
さ
る
こ
と
を
祈
念
い
た
し
ま
す
。

堀
越
　
貞
有

返
り
花
一
人
よ
が
り
に
咲
き
に
け
り

「
返
り
花
」は
、
冬
の
季
語「
帰
り
花
」の
傍
題
。

小
春
日
和
に
誘
わ
れ
て
咲
く
季
節
外
れ
の
花
の
こ

と
。
俳
句
で
は
桜
を
指
す
場
合
が
多
い
が
、
山
吹・

躑つ
つ
じ躅
な
ど
、
他
の
花
に
つ
い
て
も
い
う
。
今
夏
の

第476回

極
端
な
高
温
は
異
常
気
象
の
影
響
か
。
秋
の
紅
葉

前
線
の
色
つ
き
や
見
ご
ろ
に
も
異
変
が
。
野
山
の

木
々
の
花
も
同
様
で
、
あ
ち
こ
ち
で「
返
り
花
」情

報
が
あ
っ
た
と
聞
く
。
提
句
は
、
俳
句
で
い
う「
一

物
仕
立
て
」即
ち「
返
り
花
」と
い
う
一
つ
の
素
材
で

一
句
を
ま
と
め
る
手
法
で
詠
ん
だ
佳
句
で
あ
る
。

小
林
　
昌
三

山
々
の
峰
白
々
と
深
雪
晴

「
深
雪
晴
」は
、
冬
の
季
語「
雪
」の
傍
題
。「
深
雪

晴
」と
は
、
雪
が
深
く
積
も
っ
た
晴
れ
た
日
の
こ
と
。

雪
は
、
雪
月
花
の
一
つ
。
四
季
の
景
観
を
代
表
す
る

も
の
で
、
日
本
人
の
詩
情
と
切
り
離
す
こ
と
の
出

来
な
い
自
然
現
象
で
あ
る
。
雪
の
量
は
、
ふ
つ
う

積
雪
の
深
さ
で
表
さ
れ
る
こ
と
が
多
い
。
提
句
は
、

ド
カ
雪
の
降
っ
た
翌
日
の
朝
に
、
深
雪
晴
の
連れ
ん

峰ぽ
う

の
光
景
を
見
て
詠
ん
だ
一
句
か
。「
峰
白
々
」と
季
語

の「
深
雪
晴
」と
の
取
合
せ
、
即
ち
二
つ
の
素
材
を

配
合
す
る
手
法
を
用
い
て
活
写
し
た
佳
句
で
あ
る
。

久
保
真
珠
美

久
々
に
兄
弟
集
ひ
お
で
ん
酒

「
お
で
ん
」は
、
冬
の
季
語
。
現
在
で
は
串
を
使

わ
ず
、
芋
・
蒟こ
ん
に
ゃ
く蒻・

大
根
・
は
ん
ぺ
ん
・
竹
輪
な

ど
の
タ
ネ
が
豊
富
に
、
た
っ
ぷ
り
と
し
た
煮
汁
で

煮
込
ま
れ
る
。関
西
で
は「
関
東
煮
」と
呼
ば
れ
る
。

お
で
ん
に
お
酒
は
寒
い
冬
の
風
物
詩
で
も
あ
る
。

提
句
は
、
久
し
ぶ
り
に
兄
弟
が
集
ま
り
、
家
族
皆

さ
ん
で
お
で
ん
を
囲
み
な
が
ら
お
酒
を
飲
み
交
わ

す
に
つ
れ
て
、
懐か

い

旧き
ゅ
う

談だ
ん

な
ど
に
花
が
咲
き
、
さ

ぞ
か
し
楽
し
い
会
食
で
あ
っ
た
こ
と
で
し
ょ
う
。

そ
の
情
景
を
詠
み
込
ん
だ
秀

し
ゅ
う

逸い
つ

な
家
庭
俳
句
で
あ

る
。
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ADR民間紛争解決手続代理関係業務
法務大臣認定 土地家屋調査士になろう！

　時代に即応した専門知識・素養・倫理観を習得し、複雑化・高度化する

社会のニーズに対応しよう！

　弁護士と共同受任して境界の紛争を解決するＡＤＲ認定土地家屋調査士

を目指そう！

民間紛争解決手続代理関係業務

���
法務大臣認定土地家屋調査士になろう！

　そんな時の
トラブルは私が
　解決します

裁判せずに解決する

方法はないかな～？

45 時間の集中研修で

ＡＤＲ代理人として

必要な知識を習得します。

基準を満たした場合

ＡＤＲ代理関係業務を

行うのに必要な能力を

有すると認定されます。

→　　　　　　→研修　　考査　　認定

研修で培った能力を

検定します。

広報キャラクター「地
ちしき

識くん」
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？？特別研修とは特別研修とは

第20回土地家屋調査士特別研修日程
○ 基礎研修	 令和7年6月30日（月）～7月13日（日）
○ ガイダンス	 令和7年7月22日（火）
○ グループ研修	 令和7年7月22日（火）～8月21日（木）
○ 集合研修・総合講義	 令和7年8月22日（金）～24日（日）
○ 考査	 令和7年9月 6日（土）

目　　　 的
土地家屋調査士が、土地家屋調査士法第3条第2項第2号による法務大臣の認定を受けて、同条第1
項第7号及び第8号に規定する業務（民間紛争解決手続代理関係業務）を行うために必要な能力を取
得することを目的としています。

受 講 対 象 者
土地家屋調査士会員（会員）及び土地家屋調査士法第4条に定める土地家屋調査士となる資格を有す
る者（有資格者）です。

受　 講　 料
新規受講の受講料は、会員は8万円、有資格者は10万円です。
※過去の新規受講において法務大臣の認定を受けることができなかった場合、再考査制度や再受講制
度（2～4万円）を適用し、安価に受検・受講が可能です（一定の条件があります。）。

カリキュラム
土地家屋調査士法施行規則第9条第1号から第3号までに定める基準（民間紛争解決手続における
「①主張立証活動」「②代理人としての倫理」「③同代理関係業務を行うのに必要な事項」）に基づき、
基礎研修から総合講義まで合計45時間の研修を行い、最後に考査（テスト）があります。
1　基 礎 研 修（17時間）：基礎的な視聴研修（eラーニング視聴）
第20回土地家屋調査士特別研修の講義は次のとおり。
憲 法（2時間）	 ADR代理と専門家責任（2時間）
民 法（3時間）	 A D R の意義と機能（4時間）
民事訴訟法（4時間）	 筆界確定訴訟の実務（2時間）

2　グループ研修（15時間以上）：少数人数のグループで討論した上で課題を作成
3　集 合 研 修（10時間）：グループ研修で作成した課題に対する弁護士の解説等の講義
4　総 合 講 義（	 3時間）：弁護士による倫理を主体とした講義
5　考 査：代理人として必要な法律知識の習得を確認（テスト）
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国民年金基金だより

― 先輩からのメッセージ ―

「仕事、お金との付き合い方」
長崎会　　高原　瑞

く、軽い気持ちで少し手
を出してみたものの、い
い結果が出ることもあれ
ば、そうでないときもある。
そんなことを繰り返すう
ちに、時間を割く気持ち
はだんだんと消えてきま
した。開業後しばらくし
て、幸運にも2人目の子
どもを授かり、生命保険の見直しや生活費、老後のお
金について再検討をしていた時、ふと「国民年金基金」
が会の全体研修会で紹介されていたことを思い出し、
すぐにインターネットで資料請求してみました。資料
を拝見しますと、国民年金基金は掛金全額が確定申
告時に控除でき、そのことにより所得税、住民税の支
払いが軽減される。また更に配偶者の分を負担した場
合、その掛金についても全額控除対象となる。加入す
ることにより税軽減効果を受けながら、将来への備え
ができるということで前出の本の②に通ずるものがあ
るように感じ、そのメリットは非常に大きいものだと
考えました。その時に①収入の一部を貯蓄し残りで生
活する、を実行するときが来たのだという直感も働き
ました。自分で決めた額が自動的に引き落とされ、残っ
た収入で生活する。検討段階では毎月の支払につい
て悩みもしましたが、加入してしまうと意外にも残る
お金で生活の苦労はなく、その後は特にそのことを考
えることもなく、気が付いたら節税と将来への備えが
同時に実行できていると実感できました。また時間が
とられないことは私の性分に合っています。
近年は仕事も少しずつ安定してきたため、昨年は
やっと増口手続きをすることができました。
将来への備え方には、年金、保険、貯蓄、節税、

投資等様々な方法があると思います。生命保険でし
たらセールスマンがいて商品説明を行ってくれますの
で加入されている先生方も多いと思いますが、年金制
度の場合は自分自身で情報収集し判断することが必
要なため、先延ばしにされている方も多いと思います。
善は急げ、好機逸すべからず。国民年金基金には
土地家屋調査士専門の担当窓口もありますので、こ
の機会にまず情報収集で資料請求してみてはいかが
でしょうか？

長崎会の高原と申します。
数年前に世間を騒がせました「老後資産2000万円

問題」、「人生100年時代」等と将来の不安を煽るよう
な情報も交錯している現在ですが、私はまだその折り
返し地点に到達しておりません昭和55年生まれの44
歳となります。土地家屋調査士には平成31年に登録
しました。業務経験も少ない状況で開業し先輩方か
ら色々なお話をしていただき驚きましたことのひとつ
に、初めての仕事が土地家屋調査士である方はかな
り希少である、ということがあります。私もその例に
漏れず以前は全く別の仕事をしており、前職は住宅関
係、その前は音楽や飲食関係の仕事をしておりました。
今回の投稿のテーマである「年金」についてこれら前
職の関係もあり、私自身厚生年金に加入していない期
間が多く、特に20代の頃は友人とともに個人事業を
営んでおりましたため、何かとお金で苦労しており、
その当時は一時的に国民年金免除の手続きをしていた
時期さえありました。「国民皆年金」といわれる国民年
金制度についても20～60歳に法的な加入義務がある、
というそのことすら当時は認識が薄かったように記憶
しています。今では日常的に業務で触れ合う不動産を
含む「資産」とも当然に縁遠い生活をしておりました。
しかし、その頃の苦労がきっかけとなりお金との
付き合い方もしっかり学ばねば、と30歳頃から関
連書籍を読むようになりましたが、そのとき出会っ
た本のひとつがとても気に入り何度も読み返してお
りました。その中に以下のような話が出てきます。
①収入の一部（10％）を貯蓄し残りで生活する
②これら資産に仕事をさせる
①を実行すると、1年で1.2カ月分、10年で1.2年
分の貯蓄ができます。仮に月40万で計算すると月
4万→1年48万→10年480万という具合です。当時
十分とはいえない収入でしたが、早速実行してみる
と金額的には頼りないものの、1年後には当たり前
の結果が生まれ、またその事により気持ち的な余裕
を生むことができました。
②の資産に仕事をさせようと考えたときに簡単に始

められるのが、株式投資、投資信託、不動産投資等
があげられますが、これらで結果を残すには情報収集
が必須で、そのために時間を割く必要があります。業
務多忙な中ではなかなかその時間をつくることも難し

国民年金基金
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令和 6年 11 月 15 日現在

ご協力いただきありがとうございます。
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大規模災害対策基金状況

本年度は令和6年11月15日現在、28会より寄附金をいただいております。
引き続き寄附金の募集を行っておりますのでご協力をお願いいたします。

収支状況
各会からの寄附金計 ¥� 353,909,493
一般会計繰入金計 ¥� 59,300,000
他の寄附金等収入計 ¥� 10,259,406
義援金等給付計 ¥� －243,805,000
他の支出 ¥� －4,983,682
収支 ¥� 174,680,217

支払日 所属会 対　象 事　象 合　　計
平成10年度～平成25年度 ￥�141,455,000

H26.11. 5 徳島 会員	 2名 台風第11号 ￥� 300,000
H26.12.15 京都 会員	 7名 平成26年8月豪雨￥� 1,000,000
H27. 9.18 茨城 茨城会 関東・東北豪雨運営費￥� 1,000,000
H27. 9.18 栃木 栃木会 関東・東北豪雨運営費￥� 150,000
H27.12.15 埼玉 会員	 3名 関東・東北豪雨￥� 600,000
H28. 1.29 茨城 会員	 7名 関東・東北豪雨￥� 2,100,000
H28. 2.29 茨城 会員	 1名 関東・東北豪雨￥� 200,000
H28. 4.18 熊本 熊本会 熊本地震運営費￥� 1,000,000
H28. 4.25 大分 大分会 熊本地震運営費￥� 1,000,000
H28. 9.21 熊本 会員	 15名 熊本地震 ￥� 9,500,000
H28.12.15 熊本 会員	 29名 熊本地震 ￥�10,200,000
H28.12.15 大分 会員	 3名 熊本地震 ￥� 600,000
H28.12.15 岩手 会員	 2名 台風第10号 ￥� 600,000

支払日 所属会 対　象 事　象 合　　計
H28.12.15 札幌 会員	 1名 台風第10号 ￥� 500,000
H29. 2.23 熊本 会員	 2名 熊本地震 ￥� 500,000
H29. 2.23 鳥取 会員	 1名 鳥取県中部地震￥� 200,000
H29. 4.26 熊本 会員	 2名 熊本地震 ￥� 400,000
H29. 9. 4 福岡 会員	 1名 九州北部豪雨 ￥� 100,000
H29.10.31 福岡 会員	 1名 九州北部豪雨 ￥� 100,000
H30. 1.10 山口 会員	 1名 台風第18号 ￥� 100,000
H30. 1.10 大分 会員	 2名 台風第18号 ￥� 400,000
H30. 1.10 香川 会員	 1名 台風第18号 ￥� 200,000
H30. 1.10 奈良 会員	 1名 台風第21号 ￥� 100,000
H30. 1.10 岐阜 会員	 1名 台風第21号 ￥� 200,000
H30. 2.28 和歌山 会員	 4名 台風第21号 ￥� 700,000

H30. 6.29 大阪 大阪会 大阪府北部を震源
とする地震運営費￥� 1,000,000

義援金等給付一覧
（平成 10年度から令和 6年度まで） 令和 6年 11 月 15 日現在

調査士会名 寄 附 金 額
東　京 ¥� 32,126,086
神奈川 ¥� 18,818,000
埼　玉 ¥� 22,419,820
千　葉 ¥� 13,648,029
茨　城 ¥� 8,601,500
栃　木 ¥� 3,992,386
群　馬 ¥� 6,429,000
静　岡 ¥� 11,029,449
山　梨 ¥� 2,252,370
長　野 ¥� 8,184,500
新　潟 ¥� 9,426,900
大　阪 ¥� 24,112,000
京　都 ¥� 6,427,607
兵　庫 ¥� 25,804,812
奈　良 ¥� 4,213,064
滋　賀 ¥� 4,613,632
和歌山 ¥� 3,427,538

調査士会名 寄 附 金 額
愛　知 ¥� 11,817,295
三　重 ¥� 6,791,081
岐　阜 ¥� 3,339,323
福　井 ¥� 2,482,249
石　川 ¥� 4,221,665
富　山 ¥� 2,940,000
広　島 ¥� 3,883,937
山　口 ¥� 2,949,000
岡　山 ¥� 3,048,806
鳥　取 ¥� 2,089,339
島　根 ¥� 1,908,394
福　岡 ¥� 10,072,000
佐　賀 ¥� 3,021,595
長　崎 ¥� 5,610,004
大　分 ¥� 4,876,000
熊　本 ¥� 5,386,000
鹿児島 ¥� 6,624,662

調査士会名 寄 附 金 額
宮　崎 ¥� 4,860,000
沖　縄 ¥� 4,985,000
宮　城 ¥� 6,107,749
福　島 ¥� 6,842,051
山　形 ¥� 2,047,373
岩　手 ¥� 7,651,399
秋　田 ¥� 1,568,578
青　森 ¥� 2,942,300
札　幌 ¥� 8,085,866
函　館 ¥� 1,616,000
旭　川 ¥� 1,668,000
釧　路 ¥� 2,403,000
香　川 ¥� 4,590,000
徳　島 ¥� 3,360,134
高　知 ¥� 2,959,000
愛　媛 ¥� 5,635,000
合　計 ¥� 353,909,493

各会からの寄附金合計
（平成 9年度から令和 6年度まで） 令和 6年 11 月 15 日現在
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支払日 所属会 対　象 事　象 合　　計

H30. 7.31 広島 広島会 平成30年7月
豪雨運営費 ￥� 1,000,000

H30. 7.31 愛媛 愛媛会 平成30年7月
豪雨運営費 ￥� 1,000,000

H30. 8. 1 岡山 岡山会 平成30年7月
豪雨運営費 ￥� 1,000,000

H30. 9.18 山口 会員	 2名 平成30年7月豪雨￥� 600,000

H30. 9.18 京都 会員	 1名 大阪府北部を
震源とする地震￥� 200,000

H30. 9.19 札幌 札幌会 北海道胆振東部
地震運営費 ￥� 1,000,000

H31. 1.31 大阪 会員	 17名 大阪府北部を
震源とする地震￥� 3,300,000

H31. 1.31 大阪 会員	 3名 台風第21号 ￥� 450,000
H31. 1.31 和歌山 会員	 4名 台風第21号 ￥� 800,000
H31. 1.31 愛知 会員	 1名 平成30年7月豪雨￥� 200,000
H31. 1.31 愛知 会員	 3名 台風第21号 ￥� 900,000
H31. 1.31 石川 会員	 1名 台風第21号 ￥� 200,000
H31. 1.31 岡山 会員	 8名 平成30年7月豪雨￥� 1,850,000
H31. 1.31 宮崎 会員	 2名 台風第24号 ￥� 300,000
H31. 1.31 札幌 会員	 2名 北海道胆振東部地震￥� 550,000
H31. 1.31 愛媛 会員	 5名 平成30年7月豪雨￥� 1,900,000

H31. 3. 1 大阪 会員	 2名 大阪府北部を震源とする
地震及び台風第21号 ￥� 400,000

R 1. 9.27 広島 会員	 10名 平成30年7月豪雨￥� 2,500,000
R 1.10.11 千葉 千葉会 台風第15号運営費￥� 2,000,000
R 1.12.23 神奈川 神奈川会 台風第19号運営費￥� 1,000,000
R 2. 1.10 佐賀 会員	 1名 令和元年8月大雨￥� 200,000
R 2. 1.10 神奈川 会員	 1名 台風第15号 ￥� 200,000
R 2. 1.10 東京 会員	 1名 台風第19号 ￥� 500,000
R 2. 1.10 宮城 会員	 2名 台風第19号 ￥� 300,000
R 2. 1.29 神奈川 会員	 2名 台風第15号 ￥� 400,000
R 2. 1.29 埼玉 会員	 1名 台風第19号 ￥� 200,000
R 2. 1.29 栃木 会員	 1名 台風第15号 ￥� 500,000
R 2. 1.29 静岡 会員	 1名 台風第19号 ￥� 200,000
R 2. 1.29 宮城 会員	 2名 台風第19号 ￥� 200,000
R 2. 1.29 福島 会員	 8名 台風第19号 ￥� 5,500,000
R 2. 2.28 長野 会員	 7名 台風第19号 ￥� 2,100,000
R 2. 2.28 福島 会員	 3名 台風第19号 ￥� 1,100,000

R 2. 8. 3 千葉 会員	 24名 令和元年台風第15号
及び第19号 ￥� 6,100,000

R 2. 9.30 福岡 会員	 3名 令和2年7月3日
からの大雨 ￥� 1,200,000

R 2.10.12 熊本 熊本会 令和2年7月3日
からの大雨運営費￥� 1,000,000

R 2.12. 7 熊本 会員	 4名 令和2年7月3日
からの大雨 ￥� 2,200,000

R 2.12. 7 福岡 会員	 2名 台風第10号 ￥� 400,000
R 3. 3.18 千葉 会員	 1名 令和元年台風第15号￥� 200,000

支払日 所属会 対　象 事　象 合　　計
R 3. 6.30 宮城 会員	 3名 福島県沖地震 ￥� 750,000

R 3. 9.10 島根 会員	 1名 令和3年7月1日
からの大雨 ￥� 200,000

R 3.10.29 東京 会員	 1名 令和3年8月11日
からの大雨 ￥� 200,000

R 3.12.15 千葉 会員	 1名 台風第16号 ￥� 200,000

R 4. 7. 6 宮城 会員	 2名 福島県沖を
震源とする地震￥� 1,200,000

R 4.10.31 石川 会員	 1名 令和4年8月3日
の大雨 ￥� 500,000

R 4.10.31 宮城 会員	 1名 令和4年7月14日
の大雨 ￥� 100,000

R 4.12.27 静岡 会員	 1名 令和4年台風第15号￥� 200,000
R 5. 3.10 宮崎 会員	 1名 令和4年台風第14号￥� 500,000

R 5. 9.11 埼玉 会員	 2名 令和5年梅雨前線による
大雨及び台風第2号 ￥� 400,000

R 5. 9.11 和歌山 会員	 1名 令和5年梅雨前線による
大雨及び台風第2号 ￥� 500,000

R 5. 9.11 山口 会員	 1名 令和5年6月29日からの
大雨及び台風第2号 ￥� 200,000

R 5. 9.11 福岡 会員	 3名 令和5年7月7日からの
大雨及び台風第2号 ￥� 600,000

R 5.10. 2 秋田 会員	 1名 令和5年7月7日からの
大雨及び台風第2号 ￥� 200,000

R 5.11. 8 千葉 会員	 1名 令和5年台風第13号￥� 200,000

R 6. 1.16 石川 石川会 令和6年能登半島
地震運営費 ￥� 2,000,000

R 6. 1.22 富山 富山会 令和6年能登半島
地震運営費 ￥� 1,000,000

R 6. 3.15 石川 会員	 1名 令和6年能登半島地震￥� 100,000
R 6. 4.30 富山 会員	 6名 令和6年能登半島地震￥� 1,050,000
R 6. 4.30 石川 会員	 6名 令和6年能登半島地震￥� 3,350,000
R 6. 5.15 石川 会員	 4名 令和6年能登半島地震￥� 1,700,000
R 6. 5.22 石川 会員	 4名 令和6年能登半島地震￥� 1,500,000
R 6. 6.10 石川 会員	 2名 令和6年能登半島地震￥� 2,500,000
R 6. 6.10 富山 会員	 1名 令和6年能登半島地震￥� 100,000
R 6. 6.25 石川 会員	 4名 令和6年能登半島地震￥� 800,000
R 6. 7.12 石川 会員	 1名 令和6年能登半島地震￥� 1,000,000
R 6. 7.19 石川 会員	 1名 令和6年能登半島地震￥� 600,000
R 6. 8.15 石川 会員	 1名 令和6年能登半島地震￥� 1,000,000
R 6. 8.20 石川 会員	 1名 令和6年能登半島地震￥� 200,000
R 6. 9. 6 新潟 会員	 1名 令和6年能登半島地震￥� 100,000

R 6. 9. 6 山形 会員	 2名 令和6年7月25日
からの大雨 ￥� 600,000

R 6. 9.20 埼玉 会員	 1名 令和6年7月24日
からの大雨 ￥� 200,000

R 6.10.18 埼玉 会員	 1名 令和6年8月29日台風
10号の接近に伴う大雨￥� 200,000

R 6.11. 1 石川 石川会 低気圧と前線による
大雨に伴う運営費 ￥� 2,000,000

支出計 ￥�243,805,000

義援金等給付合計（平成10年度から令和6年度まで）� ￥243,805,000
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　全公連令和6年度第3回研修会報告

令和6年11月18日（月）ホテルメトロポリタンエド
モント（東京都千代田区飯田橋）において、令和6年
度第3回研修会がweb配信方式により開催されました。
今回のweb配信方式での研修会は、事前申込者の
人数が現地集合型の研修会より、かなり多い申込み
がされました。これは、時間的、費用的にも参加し
やすさの表れかと思われます。
今後も、web配信方式での研修会の併用も取り入
れた計画を立てていきたいと思います。

web配信

講演①「地籍調査の現在」
講師：国土交通省　政策統括官付　地理空間情報課

　地籍整備室　課長補佐　田中香織氏
国土交通省の事業として全
国で行っている地籍調査の現
状をご説明いただきました。
現在、より効果的な地籍調査
が実施されるよう、「防災対策」
「社会資本整備」「まちづくり」
「森林施業・保全」「所有者不明
土地対策」の施策と連携する地
籍調査を重点的に支援してい
ます。このため、早期実施の必要性が問われていま
すが、実際の進捗率（面積ベース）は53％にとどまっ
ております。この事から、一層の事業推進のため、
令和2年の閣議決定により、新たな調査手続の活用、
地域の特性に応じた効率的な調査手法の導入、事業

田中講師

量の増加、優先実施地域での進捗率目標が掲げられ、
活用が進んでいます。また、令和6年には、計画の
主な取組の方向性が具体的に示され、この詳細につ
いては配布資料に記載しています。その他、地籍調
査以外の測量・調査の成果について、国土交通大臣
等が指定することにより、地籍調査の成果と同等の
扱いとなる、「国土調査法19条5項指定制度」の説
明をいただきました。

講演②「地籍データの統合と公開」
講師：地籍問題研究会　代表幹事　鮫島信行氏

【第1章 歴史編 目賀田種太郎
の夢見たカダストル】
歴史編として、地籍の語源
や目賀田種太郎の功績につい
てご説明いただきました。目
賀田種太郎は、「地籍図調整の
議」という三角測量方式を取り
入れた精確な実測図の作成を
説き、地籍調査の礎を築いた
人物とのことです。また、日本とは異なる、韓国に
おける土地行政システム（地籍と登記の二元管理）に
ついてご講義いただきました。

【第2章 地籍データの整備】
令和4年度末の地籍調査事業の全国進捗率は
52％、20年前と比べると6％進んでいます。このペー
スだと完成までにあと160年以上を要します。過去
の明治時代の地租改正調査は6年、韓国の土地調査
は6年で完了しています。実際問題、地籍調査の完
了が23世紀でよいはずがないとの意見を述べられ
ました。次に、登記所備付地図の整備率及び現状を
説明され、最後に、精度区分表について、今の時代、
平板測量時代の地図の精度にいつまで縛られるのか
と述べられました。

【第3章 統合webGISの構築に向けて】
構築には、韓国と同様に地籍調査と公共測量の統
合が前提となります。現在、実際に運用されている
自治体の紹介として、岡山県津山市の事例をご説明
いただきました。

鮫島講師
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【第4章 オーストリアの土地情報システム】
オーストリアでは1968年土地調査法により法地
籍（leagally boundary cadastre）が導入されました。
法地籍では、全ての筆界点が隣接所有者の合意の
元に測位されることで、筆界線は法的拘束力を持ち
時効取得が除外されることになります。税地籍（tax 
cadastre）での境界訴訟は地方裁判所の判決に委ねら
れますが、法地籍では地籍事務所が紛争処理に当た
ります。2023年時点での法地籍率の割合は18％と
なっています。また、オーストリアの郡、市町村単
位の行政情報は総て地番に紐付けされており、一筆
地情報がベースレジストリの基本となっています。
最後にまとめとして、国土交通省の「今後の国土数
値情報の整備のあり方に関する検討会」は、令和6年
7月の最終取りまとめで地方自治体のGIS化促進支
援を発表したことについてご説明いただきました。

講演③「近年の土地法制の見直しと今後の課題
－国・自治体・民間の役割分担のあり方－」

講師：東京財団政策研究所	
研究員 兼 研究部門主任　吉原祥子氏

1．�土地法制の見直しの契機	
――所有者不明土地問題

■所有者不明土地とは
不動産登記簿により所有者
が直ちに判明しない土地、所
有者が判明してもその所在が
不明で連絡がつかない土地と
なります。

■背景
制度背景（これまで相続登記申請は任意）や社会的
背景（人口減少、高齢化、土地利用ニーズの低下、
所有意識の希薄化等）が挙げられ、相続登記のイン
センティブの低下につながっております。

■所有者不明土地の割合（令和5年度）
不動産登記簿上で所有者の所在が確認できない土

地が25.6％。その後、「探索（戸籍や住民票などをたどっ
て所有者の所在や相続人を調査すること）」の結果、
最終的に所有者の所在が不明な土地は0.26％となっ

吉原講師

ています。この前後の数値を比較すると、大した問
題ではないのではと思われがちですが、実際の調査
作業として、この「探索」には行政コストや社会コスト
が掛かり、膨大な費用や時間を要しております。

■「社会変化」と「従来の土地制度」の乖離
従来の土地制度は、土地に関する実態の把握（登
記名義人の存在、相続登記未了）や、規律の在り方（売
買規制、利用規制）が不十分であったことになりま
す。昔の時代はこの状況でも良かったのですが、社
会の変化により、現在は人口減少や高齢化、経済活
動のグローバル化による外国人名義人の増加、都市
部への人口一極集中や外国への居住などによる不在
地主の増加により、課題として、所有者不明土地問
題や安全保障上の懸念が起きております。

2．主な制度見直し――土地制度の転換期
■大きな流れ
2010年代前半～：
問題認識の時期（東日本大震災の発生、空き家問
題の顕在化）
2010年代後半～：
政策決定の時期（土地政策と民事基本法制の両面
からの制度見直し）
2020年代～：
政策実施の時期（制度の周知、適切な運用、更な
る改革）

■主な政策の動き
2018年6月：
（1）所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特

別措置法（以下、所有者不明土地法）の制定
2020年3月：
（2）土地基本法の改正
2021年4月：
（3）民事基本法制の見直し
①不動産登記法の改正（2023.4.1より段階的に
施行）
②民法の改正（2023.4.1施行）
③相続土地国庫帰属法の制定（2023.4.27施行）
2022年4月：
所有者不明土地法の改正
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（1）所有者不明土地法（2018年成立・2022年改正）
⇒所有者不明土地問題への対応策の第一歩

（2）土地基本法改正（2020年）
⇒民事基本法制の見直しの理論的土台

（3）民事基本法制の見直し（2021年）
①不動産登記法の改正
⇒基本情報を公示する台帳としての役割の再認識
②民法の改正
⇒・所有者不明土地だけでなく財産全般に適用
される規定も

・根本は人口減少時代における財産承継のあ
り方の問題

・共有制度の見直し（土地の分筆・合筆が軽
微変更により持分過半数で可能に）

・相隣関係の見直し（隣地使用が認められる
目的の拡充・明確化）

③相続土地国庫帰属法（新法）
⇒・国庫帰属の道が拓けたことの意義
・実際の運用状況を踏まえ施行5年後に見直し
・相続登記が未了でも申請可
・測量や境界確認書の提出までは求めない

3．基底にある考え方――「地域」への期待
人口減少等に伴う社会経済状況の変化により、適
切に管理されない土地が増加する中で、上記のよう
な課題に対応するため、土地の利用・管理に関する
制度・施策を再構築する必要があり、その前提とし
て、所有者、近隣住民・地域コミュニティ等、地方
公共団体、国などの土地に関係する者の適切な役割
分担を明らかにすべきです。
所有者の責務を明確化するとともに、所有者がそ
の責務を十分に果たせない場合に所有者を補完する
アクターとして、「所有者以外の者」、具体的には、
行政（特に地域に最も近い市町村）と民間（近隣住民・
地域コミュニティ等）の役割を導出し、「所有者によ
る利用」から「所有者以外の者による管理」まで政策
の射程を拡大させます。
これにより、土地所有者、行政（特に市町村）、近
隣住民・地域コミュニティ等のそれぞれが取り得る
方策を拡充していきます。

4．施行後の状況
（1）地域福利増進事業（所有者不明土地の利用促

進策）
⇒2019年6月施行、裁定件数3件
■モデル調査から見える課題―― “スタート地
点”までの遠さ
⇒所有者探索の負担・費用負担

（2）相続土地国庫帰属制度（所有者不明土地の発
生予防策）
⇒・申請件数：2,697件（2024年9月30日現在）
・帰属件数：868件（2024年9月30日現在）
（宅地：345件、農用地：280件、森林：33件、
その他：210件）
・延べ相談件数：32,943件（2024年8月31日
現在）

5．�今後の課題	
――予防、手続き負担の低減、役割分担

（1）予防の重要性
■権利関係の明確化
・相続登記の促進
・数次相続（多数共有）の抜本的な解決策
■「土地を手放す」方策の多様化
・相続土地国庫帰属制度は“最終手段”
・地域の潜在的な土地需要の掘り起こし
■災害対策としての課題提起
・長期相続登記未了や未登記家屋による公費
解体の遅れ（能登半島地震）
・平時からの地図整備の重要性
・広域連携（ルールの統一・情報共有による
手続き迅速化）

■相続放棄のあり方の見直し
・濫用的利用の抑止
・情報共有

（2）所有者探索（相続人調査）の負担低減
■探索実務のサポート強化（空き地、空き家、
耕作放棄地等）
・案：法務局「長期相続登記等未了土地解消
事業」（※）の対象の拡充
※所有者不明土地法

■情報共有方法の合理化
・死亡：相続手続のデジタル化の推進（戸籍
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証明書の電子交付、士業へのアクセス権等）
（3）役割分担と相互補完
■「所有者以外の者」への期待と現実
・地域コミュニティ等への期待⇔担い手、資
金、専門性の課題

・市町村への期待⇔体制、予算、担当課の課
題、民間への介入への逡巡

■相談窓口の明確化～制度と現場の“橋渡し”
様々な可能性の例：
・土地政策推進連携協議会（国土交通省所管、
全国10地区）

・相続土地国庫帰属制度の窓口（法務局全国
50か所）

・民間が窓口となり行政と連携している事例も
■法律・不動産実務の専門人材の連携
・諸制度の適切な運用や土地の安全な取引に
は、法律・不動産実務の専門家が不可欠（裁
判所との協力体制も）

まとめ
人口減少時代の新たな土地ガバナンス構築を

今回の研修会は、地籍調査に関する業務について、
公嘱協会及びその社員がスキルアップするための知
識習得に大変役立つものとなりました。地籍調査は、
土地の権利が明確になり、境界紛争予防の手段が得
られるなど、国民の大事な財産の保全につながる重
要な事業といえます。
また近年の土地法制の見直しに伴い、国、自治体、
民間が情報共有、相互支援から役割分担へと協力し
合い、未来の土地ガバナンス構築を推進できればと
思っております。
今後とも、公嘱協会が多方面から関与、協力でき
るよう、日々研鑽に努めていきたいと思います。

（理事　赤間　一秋）

　会議経過

11月6日	 第2回地図作成研修実施委員会（web開催）
11月18日	 第3回研修会（エドモントからZoom配信）
11月25日	 令和6年度地図作成実務研修会（エドモ

ントからZoom配信）
11月28日	 第2回公共嘱託登記委託歩掛検討委員会

（web開催）
12月2日	 国土交通省との打合せ
12月12日	 第4回広報委員会（東京開催）
12月19日	 全調政連主催忘年会（東京開催）
12月20日	 第6回正副会長会議（web開催一部東京

参加）
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日本土地家屋調査士会連合会 業務支援システム
調査士カルテMap
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ネットワーク50

3.2％。この数字は何の数字だと思いますか。こ
れは、日本土地家屋調査士会連合会の資料における
2021年4月1日時点での土地家屋調査士の女性会員
の割合です。では、次の数字は何の数字でしょうか？
約5％…。これは、近年の土地家屋調査士試験にお
ける女性合格者の数字です。驚天動地？それとも、
当然至極？皆さんにはどう響きましたか？他にも見
てみましょう。日本の国会議員における女性比率は、
2023年7月19日現在の数字（欠員除く）で、衆議院が、
10.3％（464名中、48名）。参議院では、26.7％（247
名中、66名）。衆参両議員では、16.0％（711名中、
114名）です。ちなみに、地方議員はというと、地
方議会における女性議員比率は、15.5％（2021年
末現在）。土地家屋調査士と同じ「隣接法律専門職」
である弁護士や司法書士における女性の比率も、近
年約25％程度だそうです。こうやってみてみると、
我が日本ではどの業界も女性の占める割合が、まだ
まだ少ないことが分かります。特に土地家屋調査士
の世界は、著しく女性が少ない業界であることに気
付かされます。どこの業界も、昨今は若手不足、人
材不足を嘆いているわけですが、その中で、外国人
労働者を多用したり、女性を増やしたりするなど、
新しい試みや考え方をもって、この波を乗り切ろう
としている気風を感じます。それにならって、土地
家屋調査士の世界も女性がどんどん進出して、活躍
できるような魅力的な世界にしていかないといけな
いと思っています。私達が現役でいる間はいいです
が、その先（私たちが鬼籍に入った後とか）に、三重

県の土地家屋調査士が何人いるのか？考えるとゾッ
とします。いろんなところで、人口減少を表すグラ
フ等をみますが、このままでは、理事等の役員をす
る人がいなくなってしまうのではないか？やがて調
査士の資格自体が無くなってしまうのではないか？
と一抹の懸念を覚えます。女性特有の細やかさ、優
しさ、精神的な強さなどは、業界にとっては大変心
強いものですし、男性が相当数を占める我が業界に
おいて、女性は必要不可欠な存在です。特に、理事
の仕事など公務の話でいえば、「広報分野」の仕事な
どは、女性にはその適正のある方が多いような気が
します。ネット社会となり、商業広告などの趨勢も
紙媒体からSNSに移行した今。今こそが、まさに
女性調査士に活躍していただく時代だと思います。
とはいうものの、この仕事は、女性ならではの苦労
がある仕事であることも事実です。現場でのトイレ
の問題や力仕事における体力（特に腕力、脚力）の身
体的な差の問題、結婚・出産による休業の問題など、
乗り越えなければならない問題も少なくなく、そこ
から決して目を背けることは出来ません。だからこ
そ、業界として、上記のような環境や待遇の面にも
細やかに目を向け、女性を役員に積極的に登用して
新しい発想を取り入れる努力を行い、結果、今より
さらに明るく開かれた魅力的な業界になることを、
この業界の一員として強く望みます。またそれと同
時に、これらについて深く継続的に考えることをし
ていかなければならない、と自戒の念を込めて思っ
ています。では。

『BORDER』第94号

ネットワーク 50
三重会／熊本会／山口会

三重会

「つぶやき　女性調査士」
松阪支部　市野　浩太郎
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2023年12月12日に、熊本県雇用環境整備協会が
主催する「くまもとお仕事探検フェア2023」がグラ
ンメッセにて開催されました。
『ひとつでも多くの「体験と発見」の創出』をテーマ
に、会場で直接仕事や学びの体験を通して職業理解
に役立つ機会とし、より良い進路選択、将来の県内
就職のきっかけづくりを目的としており、80を超
える企業、団体、教育機関等が出展し、当日は、県
内の高校1・2年生、教諭・保護者、約4,000人以上
の来場があったそうです。
このフェアは、各出展者がブース内で体験を通し
て来場者に各業界の魅力を伝えることができます。
熊本県土地家屋調査士会としては、なかなか伝わり

にくい職業紹介を詳しく伝えることができる絶好の
機会です。

調査士会ブースでは、「土地家屋調査士成長物語」
という漫画冊子を配布し、話術の得意な会員による個
別相談（業務内容・試験について・収入面・やりがい等）
を行い、実際にTS・CADを操作体験してもらいました。

「土地家屋調査士」について知っている高校生はほ
とんどおらず、興味をもって話を聞いてくれる高校
生・先生もたくさんいらっしゃいました。とても有
意義な広報活動になったと思います。ご協力いただ
いた会員の皆様、ありがとうございました。

『くまもと』第303号

熊本会

「 行事レポート
くまもとお仕事探検フェア2023」

熊本支部　広報委員　石山　明子
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1．日時	 令和6年2月14日（水）10：00 ～ 15：00
2．会場	 維新大晃アリーナ（維新百年記念公園・

スポーツ文化センター）
3．主催	 2024県内進学・仕事魅力発信フェア

実行委員会
このフェアは、県内の高校生に、県内の大学や専
門学校、さらには仕事や企業の魅力を伝え、本県の
魅力を再認識してもらうことにより、県内進学・県
内就職を通じた地域産業を支える人材の育成及び地
域の活性化を担う若者の県内定着の促進を図ること
を目的としたものである。
高校1年生等が進路や適職を発見することができ
るよう、学校案内、学校・仕事体験、企業紹介など
のコーナーを設置（学校案内34校、学校・仕事体験
27体験、仕事紹介31職種、企業紹介35社、進路相
談2団体）し、県内の公立・私立高校1年生を中心に、
約1,800人の参加者を見込んだ。
山口県土地家屋調査士会はそのうち「仕事紹介」
コーナーに属し、チラシとしてはその中で一番長い
文で紹介してあった。広報部からは午前・午後と、
のべ3名で臨んだ。「高校1年生の学生たちが明確
に将来のビジョンを持っているか否か」については

疑問ではあったが、職業を決めなければならない時
はいつかは来るし、「将来彼らを補助者として雇用
する可能性がゼロである」とは言い切れないので、
「彼らの職業観」を参考にしようと私は考えた。トー
タルステーション・ドローン・ノートパソコンと自
身の器材を惜しみなく展示した荒川部長の行動力と
熱意と常套フレーズが学生達の心に刺さったようだ
…友達同士で椅子に座った学生は、各々初々しい反
応を示し、概ね元気良かった。
午後の終盤には男子のみならず、女子にも着席し
て説明を聞いてもらえた。本日も貴重な広報活動の
機会となった。

ブース着席者の在籍高校、性別、人数の内訳
午前	 下関国際高	 男子	 4名
	 下関商業高	 〃	 5名
	 桜ケ丘高	 〃	 4名
午後	 山口松風館高	 〃	 3名
	 山口松風館高	 女子	 2名
	 誠英高	 男子	 7名
	 成進高	 〃	 3名

『やまぐち』第145号

山口会

「 2024県内進学・仕事魅力発信フェア
inやまぐちの報告」

広報部理事　阿川　哲雄
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編集後記を書いている12月19日は私の56回目の誕生日。
皆様からの温かいメッセージ、どうもありがとうございま
す。SNSを通じて全国各地からの知人友人、先輩方からお
祝いをいただくと、SNSは私にとって今や無くてはならな
い存在とも言えます。

さて、この一年を振り返るために、最近使い始めている
パーソナル・エージェントのNotebookLM（Google）に、12
回分の編集後記を読み込ませて要約をしてもらったので、
ちょっと抜粋してみました。
1．土地家屋調査士を取り巻く環境変化への対応

編集後記を通じて、土地家屋調査士を取り巻く環境変化、
特にAIやDXの進展に強い危機感を表明している。具体的
には、GNSS測量機を活用した境界標探索（令和6－07）や
地図XMLに関する最新情報（令和6－03）など、新しい技術
や知識の習得を促す記事を積極的に掲載している。

また、業務量の増加や手続きの煩雑化により、本来の知
識研鑽がおろそかになる現状を指摘し、専門家としての意
識向上を訴えている。（令和6－06）
2．広報活動の強化と会員の魅力発信

会員減少への対策として、広報活動の強化にも力を入れ

編 集 後 記
ている。これらの活動を通じて、土地家屋調査士という職
業の魅力を積極的に発信し、新規会員獲得と業界全体の活
性化を目指している。
3．業界全体の連携強化

編集長は、会員同士の連携や他士業・関係団体との協力
の重要性を繰り返し強調している。特に、所有者不明土地
問題や相続登記義務化などの課題解決には、司法書士との
連携が不可欠であることを指摘している（令和6－11）。
4．会報誌を通じた会員への情報提供と交流促進

会報誌は、最新情報や専門知識を提供するだけでなく、
会員同士の交流を促進する役割も担っている。特に、「地籍
学事始め」連載は、会員が専門知識を深めるとともに、研究
会への参加を促すことを目的としている（令和6－06）。
まとめ

令和6年度の編集後記は、変化の激しい時代における土地
家屋調査士の役割と将来を見つめ、会員に対して積極的な行
動と意識改革を促すメッセージが込められていると言える。

とまあ、面白いまとめに仕上がりましたね。というわけ
で2024年は私にとっても「AI元年」でした。

広報部次長　中山　敬一（兵庫会）

編集後記
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